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データベース統計委員会報告書

平成3年3月

デ ー タベ ー ス振 興 セ ン ター財団法人



本報告書 は、 日本 自転車振興会から競輪収益 の一部である機械 工業振興

資金の補助 を受 けて平成2年 度補助事業 の一環 として作成 した ものである。
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は じめに

「特定サー ビス産業実態調査」(通 商産業省、平成3年1月 発表)に よると、わが国

のデータベース ・サー ビス産業の市場規模 は、平成元年11月 現在で1,576億 円です。

これは情報サー ビス業の全売上高(4兆3,514億 円)の3.6%に すぎません。 また、

同年度 の名 目GNPは406兆2,448億 円で、情報サー ビス業全体で もGNPの1.07%

です。データベ ース ・サー ビス産業は市場規模でみる とまだ小 さいが、対前年伸び

率は48.3%で あ り、名 目GNPの7.2%、 情報 サー ビス業 の32.0%に 比べ高い成長力

を持 った期待 され る産業です。

この ようにデータベース ・サー ビス産業 は情報産業の一翼 を担 う新 しい産業分野

として、経済 ・社会の情報化の進展 とともに高度成長 を続 けています。 しか し、 こ

の新 しい産業を位置付 けるための明確 な産業分類基準が存在せず、国際的にも整合

性 の とれた定義が あ りません。

こうした現状 を打開す るため、財 団法人データベース振興セ ンターは平成2年 度

にデータベース統計委員会 を設置 し、 データベース産業 の定義お よび統計整備 のた

めの基本的枠組み について検討を行 って参 りました。 国際的 にも経済協力開発機構

(OECD)が 検 討 をはじめてお り、1991年 度 は 「EconomicandTradeIssues

inDatabaseMarket」 をテーマに調査が予定 されています。

本報告書 は 「総論」、「データベースのマクロ ・ミクロ的考察」、「データベース産

業 に関する統計の 日米欧の比較可能性 について」、「産業連関表 を用いた情報経済の

分析例」、「データベース産業の現状」の5章 か ら構成 されてい ます。 データベース

業 にかかわる統計整備 のための前提 から、データベース産業 としての商用 データベ

ースお よび企業 にお けるイ ンハ ウスデータベースの活用実態 までをとりまとめ まし

た。広 く関係各位の参考 になれば幸いです。

最後 に、本報告書 をとりまとめるに当た り、ご協力 をいただ きました委員の方々

をは じめ、通商産業省 など関係各機関の皆様方 に心 よ り感謝の意 を表 します。

平成3年3月

財団法人データベース振興センター

理事長 圓城寺 次郎
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1.総
論
日田

データベース業にかかわる統計整備のための前提

1-1は じめ に

デー タベースに関する統計の整備はお くれている。特に1つ の産業 としてのデータベース「業」

についての統計 においては、 また、その基本的枠組の理論的理解 も進んでいない ように思われる。

しか し、 この ことは必ず しも統計側 だけの責任で はなく、対象 とな るデー タベース業 その もの

が、 まだ極 めて未成熟 であることにも大 き く影響 されている。

そ して、 そ もそ もデータベース業 にかかわる統計が何のために必要 とされてい るか といえぼ、

単 にその未成熟な状態 を把握す るだ けでな く、それが今後 どのように発展す るか、 あるいはそれ

らを どの ように振興すべ きかの判断の基礎 を与 えるためである と言わねばな らない。 したが って、

単 にデータベース業の現状 を把握す るにはどうした ら良いか とい うことだけでな く、デー タベー

ス業が現在 どの ような問題 を抱えてお り、 どこに降路や困難があるか を理解 した うえで、 その解

決 に役立 つような施策 を考 えるための基礎資料 を与 えなければな らない。

この一文で はこの問題 に関連 し、データベース業 というものをどの ように把握 し、その現状 と

近 い将来 の方向 をどう理解す るかについて若干の私見 を述べたい。

結論的には2つ の ことを強調 しておきたい。第1に 「データベース業」 とデータベース活動全

般 とは切 り離 して、それ として把握することの重要性である。第2は 、 データベ ース ・サー ビス

をその他 の情報 サー ビス活動、 あるいは情報処理技術の発展 と関連 させ て理解 しなければな らな

い とい うことである。 したが って、データベース業に関する統計 データ もこの2つ の観点か ら構

成 され る必要がある。

1-2デ ー タベ ース業 とは何 か

データベース業の把握 について考 える際、 まず、データベース 「業」 とは何 か、言い換 えれば

「産業」 としてのデータベース とは何かについて明確 にしなければな らない。

統計上 の概念、 より詳 し くいえば、 日本標準産業分類 における 「産業」 とは 「事業所」 を分類

するための概念 である。そ して 「事業所」 とは、何 よりもまず経済活動 の物理的単位であ り、場

所的単位であ る。同時 にそれは社会的、経営的に も1つ の まとまった もの とされている。 これに

対 して、 より上位の概念 としては 「企業」がある。それは経済活動の社会的、法 的単位 である。

1つ の企業 は複数の、場合 によっては多数の事業所 を持つ ことがある。逆 に1つ の事業所 に複数

の企業が存在する ことは、原則 として有 り得 ない ことにな ってい る。すなわ ち、1つ の場所的単

位(例 えばビル)で も複数 の企業が入 っている場合 には、そ こに複数の事業所が存在する もの と

されている。 しかし、 この ことは完全 に適用 されているか どうかには疑問が ある。

企業の分類 にも、標準産業分類が準用 されるもの とされてお り、 また現 に企業分類が産業分類
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として行われている場合 もある。

しかし、統計上の産業分類 は、生産、雇用、投資、その他 ほ とん どの場合 について、事業所 を

単位 として適用 されている。 これに対 して企業にす る分類 は問題が多 く、 またその標準分類 を確

立 して しまうとい う試 み も困難が多 く、まだ手がつけ られていない。しか も、最近の大企業の「分

社化」の動 きは、1つ の大企業か ら事実上 その1部 門 に過 ぎない数百 もの形式上の会社 を生 み出

す ことになる。企業 を単位 とする と統計分類の困難 は増 してい る。

他方、事業所 よ り下位 の概念 として 「アクテ ィビティ」がある。 これは経済活動 その ものの1

つの まとまりを表す概念である。1つ の事業所の中 にも複数 のア クティビテ ィが行われてい るこ

とがある。産業関連表 にお ける 「産業」 はアクテ ィビテ ィ概念 とされている。ただしアクティビ

ティ概念は経済理論上 は明確 に定義 され得 るが、現実はその最小単位 を事業所 と無関係に定義す

ることは難iしい。

そこで 「産業」 としての データベースを考える場合、最初 はや は り 「事業所」 を単位 として考

えるのが妥 当であろう。 この ような考 え方 によれば1つ の企業 として 「データベース業」 を営 ん

でいるものは勿論、1つ の企業の中の独立 の1事 業所 においてデータベース業 を営んでいるもの、

お よび外部に対 して営業 を行 っていない もので も、独立 の事業所において同一企業内部 の他部 門

に対す るデータベースサー ビスを行 っているインハ ウスデータベース も含 まれることになる。 た

だし、 データベースが特定の事業活動部門 と密着 して利用 されてい る場合 には、それ を 「データ

ベース業」 とは見 なされない ことになる。 これ は妥 当な区別であると考 えられる。 デー タベース

として利用 されているすべてのインハ ウスデータベース活動 をすべて 「データベース業」 と見な

してしまうと混乱が生ずる と思われる。

ただ し、問題 は1つ の事業所 において、 データベースサー ビスが他の情報処理サー ビス、 ある

いは情報サー ビスと結びついて行われている場合である。 この場合 サー ビスが外部 に対す る営業

活動 として行われ る場合 も、同一企業 内部に提供 される場合 も考 えられる。 いずれ にして も、例

えば 「総合情報サー ビス業」の ような ものの一部 として行 われ るデー タベースサー ビスは、「デー

タベース業」 として把握する必要がある。

以上の ことをいいか えれば、 アクティビティとしてのデータベース活動、すなわちデータベー

スを構築 し、かつ利用することと、産業 としてのデータベ ース業 とは区別 しなければい けない と

いうことになる。 日常的な業務 あるいは管理活動のために用 いられ るデータベースはデータベー

ス業の活動の産物 とは見 なされない。「データベース業」活動 とは、それ を行 うものが 自分 自身

のため よりも、主 として他の人 に情報 を提供する目的を持 ってデータベースを構築 し維持、管理

することを意味す ると考 えるべ きである。その場合 「他の人 々」は同一企業内の人々であって も

よいし、 またサービス提供が無料で行 われた り、有料で も営利 を目的 としない ものであって もさ

しつか えない。 これは 「事業所」の定義の一般的な考 え方 に沿 うものである。

統計調査を行 うときに、 この点を明確 にしてお く必要がある。すなわち 「データベース業」 を

対 象 とする調査 と、物理的存在 としての 「データベース」を対象 とする調査 とは明確 に区別 しな
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ければならない。 そうして、あ る意味では前者 は後者の一部で しかない とも言 える。

1-3デ ー タベ ース業の現状

「デー タベース業」 をこのように定義 した とき、その活動が活発 である分野 は比較的限定 され

てい るように思われ る。

現在 まで確立 されているものの1つ は、学術文献ない し科学技術文献データベースである。 こ

の場合利用者 のほとん どは同一分野の専門家である。 その場合データベース業成立の前提 として、

用語 や内容記述のスタイルの規格化が進んでお り、 また収集 すべ き情報の範囲 も、専門ジャーナ

ル掲載論文な ど、明確 に限定 されていることが多いことが情報提供 の業務 を容易にしている。 ま

た、特許情報やChemicalAbstractsな どでは、電子化以前 にデー タベース化の基礎作業が進 め ら

れていたケース もある。今後 この ような形 のデータベースは、 なお発展す ると思われ る。 さらに、

これ らでのデータベースが どちらか と言 えば自然科学や技術 の研究者 を利用者 とするものであっ

たの に対 し、今後 は医師、弁護士な ど、 より広いプロフェッショナルな専門家を対象 とするデー

タベースサー ビスが発展する もの と思われる。 また歴史や文学 などの分野 における研究者 を対 象

とす る。史料 あるいは資料 デー タベー スも有効 に利用され得 る と思われる。 しかしその構築、維

持 にかかる費用 は公的研究費、あるいは民間の寄付等がかな り多額 に向けられなけれ ば、賄 うこ

とが出来 ないであろう。

これに対 し、企業の経営者の意思決定 を支持するためのデータベースについては、各企業 内部

の もの も、外部の もの も問題が多いように思われる。勿論 日経NEEDSの ようなご く一般的 な

経営情報 を集めたデータベースはかな り利用 されているが、 それ以上 に立ち入 った情報 を集 めた

ものがデータベースの形で利用 され るか どうかは問題である。

しば らく前になるが、データベースが まだ問題にされていない ころ盛 んに論ぜ られたMISは 、

もし十分発展 していれば、企業内一般情報 データベースとなった はずであろう。 しか し十分成熟

しなかった ように思われ る。 それは結局、経営者の意思決定 のため に必要 とされ る情報は、 ご く

基本的 なものを除けば定型化 し規格化する ことが困難だからであ ると思われ る。

同 じことが地方自治体な どで作 られ る具体 的な行政、あるいは業務 目的か ら離れた一般用 デー

タベースについて もいえる。 このようなデータベースは、熱心な主唱者の努力 によって構築 され

ることが ある。 しか し、その利用 は行政 内部からも、あるいは一般公衆の側 か らも期待 されたほ

どでな く、その うち維持管理の費用や手間が利用度 に比べてかか り過 ぎるとされ るようになる こ

とが多 いようである。 これ も実際 にはかな り詳 しい。 しかし、定型化 された情報な どというもの

に対 する需要 はそれほ ど多 くないためである。

ただ し、行政 目的であってもある種 の特定分野に関する情報データベースは、広い範囲の担 当

者に有益な情報 を提供で きるようにな ると思 う。 このようなデータベースの対象分野 としては、

事故、公害、犯罪、公衆衛生な どが考 えられ る。特 に交通事故 については、警察や病院の記録 の

ファイル化 や内容 のデータベース化は、その対策の推進に大 いに有効 であろうと思われ る。
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企業活動に関連 したデータベースの分野 として注 目すべ きものは、いわゆるSIS(戦 略的情

報 システム)で ある。 これ は日常的な業務活動か ら生 じた記録 を有効に組織 して、その中か ら経

営上重要な情報 を引 き出す ものである。すでに多 くの成功例 もある。今後はその情報 を他企業 に

提供 した り、 あるいは記録 その ものを他人から集 めた りする ことも行われ るようになるであ ろう。

その中にはある分野 における極めて重要 なマーケッ ト情報 を含んでいるものがあるであろう。 し

か し、 このようなデータベース活動 については、 データの収集や情報の提供 について、明確 なル

ールが確立 されなければ、 プライバ シーその他の点で社会 的問題 を引 き起 こすことになる恐れ も

ある。

1-4デ ー タベ ース情報 の形態

データベースについて、 もう1つ の観点はその持 っている情報 の形態である。 それには数値 を

主 とするもの、文字 を主 とす るもの、画像 を主 とするもの等がある(音 響 を主 とす るもの も考 え

られるがまだ出来ていないのではなかろうか)。

数値情報の中で も主要な ものは統計情報であろう。 しか し、統計情報データベースについては

いろいろ問題がある。

数年来主要官庁では、民間デー タベース業者な どか らの要請 に応 じて、磁気テープ等の媒体 に

よる統計データ提供の体制 を作 って きた し、 またそれを加工 して第三者 に提供す ることも認 める

ようになった。 しか し、 この ような制度が作 られたにもかかわ らず、その実績 は極めて小 さい も

ので しかなか った。

この ことは統計情報 デー タベー スの利用 が官庁の統計部局か らの直接利用 にせ よ、あるいは、

データベース等を経由するにせ よ、再 び日経NEEDSの ような極一般的な利用 に向け られ るも

の を除 くと、極少ないとい うことを意味 している と思われる。

このことの主要な理由は、統計 データベースの含 んでいる情報が、 ある意味で 「中途半端」で

あることによると思われ る。言 うまで もな く統計の秘密保護 の建て前上、テープを通 じて提供 さ

れ る情報はすべて原則 として集計公表 された ものに限 られ る。

しか し、企業な どが必要 とする情報 は、概略的なマ クロな数字か、そうでなければ個票、 ある

いはそれに近い細 かいデータである。 ところが前者の場合 には大 きな集計表 などは必要 とされず、

データベースにアクセス しな くて も 「統計要覧」等で十分間 に合 う。後者の場合 には秘密保護 の

建て前上、提供 は不可能 である。

このような状況 を改善す るには、秘密保護 の原則 と矛盾 しない範 囲で、統計個票 か ら得 られ る

より詳細なデータを提供す ることを可能にするよう、制度や慣行 を改 めることが必要である と思

われる。すなわち統計官庁 な り、 ある種の公的機関な りが、個票情報 を蓄積 してお き要請 に応 じ

て秘密保護に反しない と判 断される限 りにおいて、適当 に個票か らその都度集計加工 して、 その

結果 を提供するとい う制度 を作 ることである。その際 どの ような形 の加工 を認 めるか はあ らか じ

め定めた方がよいか もしれないが、 この ような形でのデー タ提供が可能になれば、統計データが
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直接利用者 によって も、 あるいはデータベース業者 によって も、 よ り高度 に利用 され る道 を開 く

ことになるで あろう。

しか し、 それに もかかわ らず現在 の統計のあ り方 を前提 とする限 り、統計情報 データベースの

利用 には限界があるように思われ る。 それは統計調査 という形 で集め られる情報が極めて定型化

された ものに限 られ、 また現実の社会の急速な変化 に遅れがちであ り、 また情報の収集、集計、

公表の速 さも十分でない等の理 由により、統計調査 によって得 られ る情報 が、本来、人々が求 め

るような新鮮なフレキシブルで ダイナ ミックな性格 を持っていないか らである と言わざるを得 な

いo

この ことは統計調査、特 に官庁統計が継続性 と合法性そして一種 の権威付 けを必要 とす る以上

やむを得ない面 もある。 しか し、一方では予算や人員の制約が ます ます厳 し くな る状況の下 で、

他方 プライバ シー意識、権利意識の発生、社会的移動の激化 によって、いわゆる統計環境の悪化

が進み統計 その ものの発展 に不利 な条件が増す と見なけれ ばな らない。

ここで正面か ら論ず る ことはで きないが、 これまでの統計調査 とい うもののあ り方、 あるいは

官庁統計の制度 について も、根本的な改善が要求 されるときが近づいてい ると思 う。すなわ ち社

会的情報 を公的に収集 し、それ を公共的に提供することについて、統計調査 とは異 なる概念 に基

づ く方式が考 えられなければな らない。その際、一方では情報技術 の発展 と情報通信ネ ッ トワー

クの発達 を考慮 し、他方では本来国家の必要に応ず るための もの としての統計か ら、公共サー ビ

スの一部 としての情報提供、 そして政府 は国民の情報共有 とい う考 え方へ発想の転換がな されな

けれ ばならない。 もしこの ような変換が現実のもの となれば、 データベースにも大 きな影響 が生

ずることになるであろう。

1-一一5文 字情報 デー タベ ースの問題 点

文字情報 を主体 とす るデータベース としては、主要な ものは文献情報である。すで に述べた よ

うにその中で も学術文献、技術文献 についてはデータベースが確立 している。 しか し、 よ り広般

な範囲を対象 とするデー タベース については、 まだそのあ り方が明確 になっていないように思わ

れる。

ここに2つ の問題が ある。1つ は、多様 な分野 を対象 とす る文字情報 について、 その規格化及

びコー ド化 をどのように進 めるかである。例 えば新聞記事データベース、あるいは、実際 に印刷

されなかった記事原稿 まで含 めた新聞情報 データベースとい うような ものが考 えられ よう。実際

膨大なニュースをすべ て新聞紙上 にまとめることは不可能 になるので、今後 はむ しろデータベー

スサー ビスが新聞社 の業務 となるであろうという主張がなされた時期 があった。 しかしそれ は必

ず しも受 け入れ られなか ったようである。 それはニ ュースにな らない ような情報 をどの ように編

集 し、 コー ド化するかが困難 な問題 となったからである。つ ま り新聞情報データベースは、単 に

新聞記事切 り抜 きの膨大 な集積で あったのでは、あまり有用ではないであろう。 またそれは人事

情報、市場情報、事件情報等を寄せ集 めた ものであってはならないであろ う。
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ニ ュースデータの間の有機的な関連がつけられていなければ、あるいは有機的に関連づける形

に検索、利用することがで きるのでなければ、ニュースデータは役 に立たないであろう。つま り

記事の内容だけでな く、新聞の紙面構成 その ものが コー ド化 されてデー タベース化 されていなけ

ればならないであろう。

この場合1つ の問題点は、データベー スの 「客観性」である。データベースの構築 にあたって

は、情報の取捨選択は当然 として、それ に取 り入れ られた情報 についてはデータベース作成者 の

主観的判断や、評価 を加 えてはならない と考え られている。 しか し例 えば新聞においては、一方

に報道の客観 性が要求 される と同時 に、他方では異 なる新聞 はそれ ぞれに主張を持つ ことも当然

とされている。 そうしてそれは論説の ような部分だけでな く、紙面構成全体の中で反映 され るも

のである。そして またそれがなけれ ば、新聞は極めて平板なつ まらない ものになって しまうであ

ろ う。新聞情報 データベースにおいて も、 その中で多種多様 な情報 を有機 的に結 びつけようとす

れば、その構成 においてデータベース構築者の主観が入ることは避 け られないであろう。 もしそ

れをことさら回避 して 「記事」ではな く、その基礎にな る 「メモ」や 「資料」だけを提供 し 「記

事」 としての構成 は利用者 にまかせ よ うとして も、そんなことは多 くの利用者 にとっては不可能

である。

また他方では、純技術的なあるいは形式的な基準 による編成が予想外の評価 を持 ち込むことに

な る場合 もある。例 えば、人名や店名 な どの固有名詞をすべて50音 順 に並べた りする と、「ア」で

始 まる ものが有効 になった りする可能性が ある。同様 なことはもっ と微妙 な形 で起 こり得 るし、

またそれがデータベース作成者 によって、 ことさら陰微 な形で持 ち込 まれる可能性 もある。その

場合 には、 それは価値評価があか らさまになされ る場合 よ りもかえって危険である。

新聞情報 に限らず、多様 な利用者 に多様 な情報 を適切 に与 えるためには、情報 の在 り方や、場

合 によっては内容 について、利用者 を補助す る必要がある。つ ま り利用者 は多 くの分野 において

は 「素人」であると考えなけれぼな らない。従 って、場合によっては特定の専門用語 で記述 され

た文章 に内容 を著 しく定める ことな く理解 し易い表現 に改める必要 もあるか も知 れない。 また、

論理的展開をおびた文については、 そ こで仮定 されている大前提 、展開の根拠 として用いられて

いる証拠、展開の論理形式な どを明示的 にまとめて分か りやす く表示することも必要である。

この ような要請はデータベースがAI機 能 をも備 えないことを意味す る と思われる。

総括的に言えば、「データベース業」が 「業」 として発展するためにはおそ らくデータを収集、

編成 して提供 するだけでは不十分で、 それに加 えて何 らかの情報サー ビス活動が必要 になるであ

ろう。 それが具体的に どのような形で展開 されるかは今後の課題 である。
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2.デ ー タベ ー スの マ ク ロ ・ミク ロ的 考 察

(主 と して イ ンハ ウス情 報 の扱 い につ い て)

2-1組 織体の文書量の測定

当委員会 の活動期間中に見聞 した データベース関連事項か ら、データベ ースに係 るマクロ的お

よび ミクロ的考察 について、記述 してみる ことにしたい。データベ ースを巡 っては、当委員会の

討議においても、 いわゆる商用データベースに対置 して、個別企業等のイ ンハ ウスのデー タベー

スが大 き く注 目された。イ ンハ ウスのデータベースを巡 っては、一体 どれだけの経営情報が、 コ

ンピュータ等の電子的情報機器 によって蓄積され、操作 され る対象になっているか、 とい う問題

意識が、かつて もそうであ ったが今 日で も、やはり働 くことになる。一体、 ある組織体が どれだ

けの総量のデータや情報 や文書 をかか えて活動 を行なってい るのか。 まず、 そうした全体観 とい

うか、 マクロ的な現状把握が、い ま改 めて欠かせない と考 えられ る。

そ うした関心 と視点 に立 つ とき、私 どもは、最近 まことに恰好な事態 を身近 に見聞する機会を

持 った。1つ は、世界最大 の都市、東京都の庁舎の移転に際 し、それが保有す る文書量を、は し

な くも知 りうる機会 に恵 まれた ことである。移転 は今1991年3月8日 か ら同月末にか けて丸の内

か ら西新宿 に向けて実施 された。

対象 となった文書量は、 タテ37セ ンチ、 ヨコ53セ ンチ、高 さ31セ ンチメー トルの折 り畳み コン

テナ26万 個 ということである。 この文書の扱 いに係 わる移転庁舎人員は1万3000名 との ことであ

る。 なお、新庁舎の建設費用 は、約1569億 円 と報 じられている。

この移転 に先立つ こと、丁度1ヵ 年の1990年2月 から4月 にかけては、新本社 ビル を設立 した

エ レク トロニクス企業である日本電気がオ フィスの移転を行 なった。対 象になった文書量 は、タ

テ31セ ンチ、 ヨコ41セ ンチ、高 さ27セ ンチメー トルの文書保存用段 ボール箱6万5000個 とい うこ

とであ る。 これ まで分散 していた9つ のビルか ら新本社 ビルへの移転対象社員は6200名 、新 ビル

建設費用 は、約600億 円との ことであった。

ここで、上 記 の文 書量 に関 して、都 庁 よ りも先 に、 日本 電 気 の状 況 に つ いて、 もう少 し立 ち入

って記 してお きた い。 その移 転作 戦 は、1年 半前 か ら計 画 を立 て、 そ して準備 に着手 して い る。

その 骨子 は、 文 書減量 とニ ュー フ ァイ リング システム への切 替 えか ら成 り立 ってい る と要約 で き

る。

それ を1人 当 り文書 量 として眺 め る な ら、 当初 は4.73フ ァイ ル メー トルで あ った。 ス テ ップ を

踏 ん で不 要文 書 の選別 と廃 棄 に努 め、最 終 目標 を1人 当 り2.0フ ァイ ル メー トル とし、かつ そ れ を

達成 してい る。云 わ ば、半 減 作戦 で あ った。ちな み に総廃 棄量 は、233.4ト ン、16.600フ ァイ ル メ

ー トル に及 んだ。廃 棄 の 比 率 は、 例 年 の3倍 強 とい う。 また外 部倉 庫 へ の預 け入 れ 量 は、5,447
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箱、2,180フ ァイルメー トル相当 とい う。

都庁 において も、 ほぼ日本電気 と類似の準備 と移転作戦が実施 された。1人 当 り文書量 におい

ては、昭和60年 当時、11フ ァイル メー トルに及んでいたのを、 まず7フ ァイルメー トルに減量 し、

移転時 には5.64フ ァイルメー トルにまで半減 させ た ということである。 また7フ ァイルメー トル

か ら削減 した廃棄量 は、約140ト ンであ り、埼玉県下の保管倉庫への搬入量 は、10万 箱 とい うこと

である。なお、文書量 と重量の関連 については、1箱25キ ログラム との ことであった。

都庁 と日本電気の新オ フィスへの文書搬入量 を対比 するとき、双方 とも削減目標 は、ほぼ2分

の1で 同等 と云 え、前者の1人 当 り文書量 は後者のほぼ2倍 と見 ることが出来 る。移転時に使用

された都庁の コンテナ と日本電気の段 ボール箱 との容量 は、ほぼ同等 と見て差 しつかえなかろう。

その結果、冒頭 に記 した移転時の搬入数量において、1人 当 りで都庁 は平均20個 、 日本電気は10

個 とい う対比 になっている。 この両者 は、一方が公共団体、他方が民間企業の例 として眺 めうる。

なお、行政機関においては、文書保存期間が法定 されているものが多い ところか ら、削減量(逆

に要保存量)に 差異 を生 じた事情があるようであった。

筆者 自身の日本電気本社勤務 の30年 間に滞積 した文書量 は、精選 して約12フ

ァイルメー トルに及 び、 まだ現在 の執務室で利用中の文書類の総量 は、約4フ

ァイルメー トルを数 える。 ともに文書類 に係わ りの多い業務 の例であるが、 自

らを省 みて、上述の文書量の瀬踏 みを試みてい る。

さて、主題のデータベース という視点 に戻 って上記 の状況 を観察す るとき、 まず、 コンピュー

タ ・システムに格納、蓄積 されている情報量について も調査 を必要 とす るが、現在のOA化 の進

捗 レベルか ら見て、 コンピュータに格納 される情報は、殆 どの場合、一たん文書形式 を とってお

り、直接的に電子的に貯蔵 され るケースが少ない と云 える。 つま り、業務資料は、通常文書 とコ

ンピュータ化情報 との2重 形式で保持 されている。

次 に、 どの種の業務資料が コンピュー タ化の対象にな っているか、につ いて も一管 を加 えてお

かな ければならない。一般 に、地方 自治体 にあっては、各種の登録台帳類や税務、会計上の資料

が主対 象であ り、民間企業 にあって は、商品、顧客台帳並びに経理上の資料 を通則 とし、 これに

特許 その他の技術情報のイ ンデックスが主対象 になっていると見 うる。

そ して、新規で未踏の政策的課題の解決 に必要な情報 について は、予備調査の前段 階的資料 に

ついては、既格納のコンピュータ化情報 を活用することは可能で あ り、かつ有効であるが、ク リ

テ ィカルな局面 は、探索的 な資料 によって、漸 く決定 に漕 ぎつけていると見 るのが実情に対応 し

ていよう。

以上 は、イ ンハ ウスのデータベースを考察するに当って、その大前提 として承知 してお くべ き

現状 として記 してみた。 なお、情報 の利用目的からみて、 データベース とは、必要情報の整備状

況か らその効用が評価で きるものであ り、それが手段的に電子技術的 ツールに依存 しているか ど
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うかは、副次的尺度 と見 うる との見解 を留めていることをお断 りしておきたい。 その意味 で、実

社会 においては、呼称 としてのデータベースが 日常的定着 を見ていない ことを付言 しなけれ ばな

らない。

2-2電 子手帳 もデ ー タベ ースか

デー タベースが コンピュータに格納 されて利用されるシステム と限定 した場合、通常、 それ は

メインフレーム型のコンピュータを想定 しているが、電子機 器の多様化 によって、最近、 その範

囲は拡散化の傾向を辿 っている。端末用 として使われないパー ソナル ・コンピュータ(PC)も 、

すでにデータベースの対象 に包含 されるようになっている。そ して、実際的 には、データベー ス

の特長が、利用の必要時 に、即時的 にオンラインで活用で きる点 にウェイ トを移 しつつあ り、デ

ータの格納容量の多寡 は
、余 り問われな くな りつつある。 それは、容量 の増大に係 る技術上、経

済上の降路が減少 したか らと云 える。

ところで、 ご く最近、電子手帳 と呼 ばれる新製品が登場 して きた。英語名称では、エレク トロ

ニ ック・オルガナイザーで、略称 の(ET)は 、エレク トロニ ック ・ツール との ことである。価格

は、3万 円前後である。

ある商品カタログには、例 えば、電話帳機能 として約800件 、名刺管理機能 として約170件 、ス

ケジュール機能 として約1100件 、メモ機能 として900件 等を扱 えると記 されている。

今 日の、いわゆるデータベースが、 まだ索引的項 目列挙 の レベル をベ ースにしている ところか

ら、 この電子手帳 を狙上 に据 えるとき、 これをもデータベース と見 るべ きであろうか。

電子手帳の新製品の入手が話題 になった とき、「3万 円以内で入手で きたか」の問いに、 「いや、

やは り20万 円以下では、 まだ無理」 との答 えが返 ってきた。 そ こで 「機種名 は?」 と重ねて問 う

と 「98ノー トだ」 とい う答 えであった。相手は、デスク トップ型や ラップ トップ型 に対 して、形

状が薄型のノー ト型PCの ことを語 っていたわけである。電子手帳 の呼称 も手帳代わ り、または手

帳サイズの意 と解すべ きか。

い ま、電子手帳 とノー ト型PCの 類別 に言及 を試みたが、両者の間 に本質的な区別 はな く、前者

は後者の簡易型機種 とみな しうるよ うである。なお、前者 もデータ転送機能 を具備するようにな

ってお り、 その有無 も区分 にはな らない。要 は、電子手帳 までがデータベースの対象 として扱 わ

れ るべ きであろ うか、 とい うことを考 えさせ られた。

確か に、電子手帳 もPCも 重宝である。敢 えて余談 になるが筆者 の身辺事情 を記すな ら、例 えば

住所録的なものは、1000件 以内の件数については、毎年の賀状の50音 別 と10項 目ばか りの類別 の

2種 の分類整理で、必要時 に十分対処で きるし、500件 までは毛筆 で宛名 書 きも厭わぬ ことにして

いる。それに学校や関連 団体 の名簿整備が丹念 に進み、大抵の場合、 それで用は足 りてい る。 こ

れに反 して、1000件 も自らア ドレスを手打 ち入力す る根気 は持てない。

おそら く、近い将来、名刺や賀状等のヤマをOCR式 に自動読み取 りして、所望の分類 ・配列 を

して くれる専用機が開発 され、入力済 みのメモ リー として受領 して利用で きる日が来 る もの と予
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想 して い る。

ここで上記 に関連 して、次の2点 を付記 してお きたい。

1つ は、データベースの網羅性 につ いてである。 ある目的や事項 に関連す る必要情報がすべて

格納 され、取 り出し易 くなってい るとい うことは重宝である。 しか し、格納 された総量 に対 し、

引 き出 して利用する割合が どれだ けか、 という目で見 るとき、データベースの効用が評価 できる。

そ して、格納のためのデータの発掘、整理、入力お よびそのア ップデー トのための営 々た る労力

を想 う とき、 もちろん、用途や利用のケースによって事情 は大いに異なる性格の ものである

が一 利用効率 をも考慮すべ きで あ り、両者のバ ランスを計 る工夫が必要であろう。指輪 を川 に

落 しての川 ざらえ、あるいは原野の中の猟犬的アプローチの感を否 めぬ ことが少な くない。賀状

等のア ドレスリス トの年間利用度 は、10件 程度 という経験 を重ねてい る。

2つ は、格納 され るデータが、上記の ように件名列挙的で、予備的調査 には役立つが、情報の

内容 的縦深性が乏 しく、据 り下げた知 的作業には、 あまり役立たない という不満 を否めたい。 こ

れ は、 データベースが、 まだ初期段階 に留 まっているか らで、その故 にこそ、その充実整備が必

要 にな っているとの論 に繋が るわけであ るが、 ある課題 を前 にして、 どこまでデータベースに依

存す ることによって、達成 にいた りうるか、およびデータベースの利用の仕方への賢明な工夫 と

いった検討が侯たれる。

ここまで記 してきて、目前のTVが 面白い報道を紹介 しは じめ、筆者 は筆 を止 める破 目になっ

た。番組 みは、ある大学受験予備校 の人気高 く評判 の女性講師 を紹介 していた。 オギノ ・アヤコ

女史 は、20年 近 く 「古文」の講座 を担 当してお り、出題予想の的中率が極めて高い という。整然

と順序 を踏んでの講義振 りと素晴 しい話術 を駆使す る美貌の魅力 を画面 に映 し出 していたが、「古

文」を現代人が解 く鍵は、200ば か りの単語 を覚 え切 っているか否かに掛 っているということであ

った。網羅でな く、キーエ レメンツだ とい う。200の 語彙 に絞 り込 むには、その前に彼女 による周

到 な網羅的研究があったれ ばこそ と想像 されるが、データベースの構築 には、 この種の洗練性が

望 まれる。

網羅性の一方での低利用度の ままの コス ト高 による費用や産出の計算は、空 しい作業にな りか

ねない。

新 しい電子的情報機器の誕生、進 出、普及等に伴 つ幾 つかの事例 について、 もっ と言及 を加 え

る必要性があるが、 ここでは、 これ らの技術的新趨勢が主題 ではないので控 える ことにす る。 し

か し、PC通 信の一般化や国内・国際的なVANの 普及が、データベースの古典的概念 を変貌 させ

っっ あ り、事態の適切な対応 には これ ら新技術趨勢 に柔軟 に対応 し、 データベース概念の育成 と

発展 を計って行 く必要性が あることを記 しておきたい。
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2-3実 務処理 データの扱い方

コンピュー タライゼー ションが論 じられ るとき、昭和50年 代以降の大 きな特長 は、 その用途 に

おいて金融分野が最 も大 きなユーザーの地位 を占めるようになっていることであった。金銭 に係

わる数値情報 は、現在 までのコンピュータにとり、扱い易い形式 の情報であったか らと見 うる。

昭和50年 代末 になる と、 いわゆる第2次 オ ンライン ・バ ンキング ・システムは、 ほぼその体制

を整 え、先進的都銀等か ら、第3次 オンライ ン ・バ ンキング ・システムの整備が始 まった。

第2次 のシステムは、一般的 にみて①勘定系 と②営業店のシステム整備 が指向 された。第3次

のシステムでは、③金融 自由化 に伴 う競争激化 に備 えての情報系の新設、④対外 ネ ッ トとの結合

を重視 した対外系 の分離独立、⑤金融の国際的拡が りに伴 う国際系の整備、⑥業際問題 と資産運

用管理に対応す る証 券系の確立等が加わ った。 この状況 を概説 したのが下図の第3次 オ ンライ

ン ・バ ンキング ・システム体系図である。

第三次オンラインバ ンキングシステム体系図

回 線 不 ッ ト ワ ク

ごく簡略 に述 べる こととして、同図のタテ書 きの諸項 目は、 それぞれデータベー スを構成 して
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いる と云 える。 しか も、 日々数値や内容が変動 ・更新 されて行 く。そ して、 システムの全体がネ

ットワーク化 し、常時、全体 として利用状況下 にあるわけである。

個々の金銭の出納の数値がデータベ ース的データ と云 えるか。決済上 は不可欠な数値ではあっ

ても、 その情報 の意味内容は極めて単純 な ものか ら成 っている。いわゆる実務処理上の情報が大

部分で、かつ彪大な量 に及んでいるわけで ある。

こうした情報 またはデータの企業の枠 を越 える授受 を もって、データのフロー として計量する

とき、 その測定値 をどういう視点で受 け止 めればよいか。データ自体 の情報的価値、 そのアクセ

ス ・利用 による価値、 あるいはそのコス ト計算等 につ き、考察の視点 とその問題意識が改 めて問

われ る。 ここに、およそ情報 とい うものが、物財 や金銭等に係わ る属性 としての記号性 を伴って

いることを見逃せない。平 た く云 い直すな ら、 どこにデータベース とデータフ ァイル との差異が

あるか、 とい う問い直 しの処置が もたれ ることになる。その例 をバ ンキング ・システムにティピ

カル に窺 うことが出来よう。
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2-4情 報 ロマ ンテ ィシズ ムの視 点

かつて、 データバ ンクあるいはデータベースとい う新語 に出会 ってか ら、早 くも4半 世紀が流

れた。 そ して 日本でデータベースなる ものが姿を整 え始めるのに、久 しい年月を経なければな ら

なか った。現在で も社会の中の、あるいは人間による知的情報活動全般 のなかで、電子的な扱 い

に乗 っているものの割合 は限 られていると云わなければな らない。

例 えば、通産省の指定統計 「特定 サー ビス産業実態調査」 は、上記の電子的な扱いによるもの

の計量 的把握 を図った もの といえる。当委員会 も、 データベースを狙上 に据 えての同種 アプロー

チの発展 を計 ろうとする ところに現実的狙 いを置いている。

しか し、 こうした推移のなかで、再度、情報の利用者の立場か ら、 データベースの位置づけを

見直 してお くことは、 それな りの意味 を持 ちうると考える。便法 として、 ここで は、 ある1つ の

知 的活動 をしようとしていることを狙上 に据 えてみたい。そ してこのケー スを料理人の働 きを頭

に描 いて概観 してみよう。

[知 的 活

の

料

鍋

前

味

丁

調

包

板

姐 上

人 間

コ ン ピュ ー タ

図]

デ ー タベ ー ス

論文(文字)(声)

数 値 情 報

図 形 情 報

映 像 情 報

<一⇒(材 料

上 図において、料理人である知 的活動者 は、未知 な事項 についてデータベースに当 ってみて、

データの存否 を照会する ことにな ろう。見 つけ方、 当たり方 には、工夫、技能 を要す る。データ

がない こともある。

かつて格納 した ことが ある事項 については、 それを引 き出して利用で きる。確認的作業 と云 え

る。

しか し、元気な料理人で、新 メニューを料理 したいなら、データベースを開かず、そ こに仕込

まれた新材料がないことを承知 していて、彼は魚市場へ出か けた り、菜 園へ足 を運ぶ ことだ ろう。

直接、探索活動 をする。

新規事態に対処 しようとするとき、人 間は上図において、右枠 に尋ねるか、左枠 に挑 むか。ケ
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一スによ り異 なるのは もちろんであるが、一たん格納 されたデータや文書 は、過去情報、使 い済

み情報 ではないか とい う問題が伏在 している。文書 とは、知的営為 の成果である面 と残津であ る

面の2面 性がある。その意味 で、人間の知的活動全般 の中でのデータベースの位置づ けを正 当に

捉 える必要性 を弁えたい。 したが って、データベースに対 しては、ある制約内での評価が必要で、

デー タベースの完備 をイメー ジすべ きではなかろう。

もう1点 は、同 じ知的活動であって も、電子的営為 と捉 えうる部分 と生身の営為の部分 とが あ

り、前者のみの計量の完全化 を実現 しても、 その際 に捨象 される後者 の部分が残 され ることへの

配慮 を欠かせない。今後、両者 のギ ャップは、次第 に縮小 されて行 くことであろうが、む しろギ

ャップが永続 して当然 と考 えられる。

上記の ような視点か ら、古典 的なデータベース という概念 に拘 らず、いわゆる 「電子的情報 サ

ー ビス」 という包括的把握 の方が、 よ り適切 なアプローチ と見 うる。 また 「トランザクシ ョン ・

サー ビス」 という捉え方 も、現実の経済社会 の実態に対応 してい ると考えうる。

さらに、 これ までの記述において、データベースについて住所録 な どの例 を挙 げた ように、イ

ンデ ックスな どの リファレンス型の例 を多用 したが、それはデー タの概念 に近い ものの、生のオ

リジナル全文等 を収録す る7ア ク ト型 にあっては、単 なるデータよ りも広義の情報の用語の方が

名称 として相応 しい。 さらに一歩、理想型 に接近するな ら、次世代 コンピュータのキー ワー ドと

して用 いられ るようになった知識の方が好 ましく、データベースの高次段 階は、むしろ知識ベー

スの呼称がよい。内実において も、そ うなることが望 まれる。当初、データベースの用語が使わ

れ始めた とき人々のイメージにおいては、そうした もの として期待 し、夢み られた ものであった

と云 える。つまり、 コンピュータ、データベース、 そして シンクタンクといった一連の知 的イメ

ージの文脈上で受 けとめ られていた。

そうした発想 を、 ここで情報 ロマンティシズム と仮称 するならば、それは世界の中の日本 の将

来像 にまで繋がるものであった。現実の発展 は、何事 も曲折 の各 ステップを踏み しめて推移する

もので はあるが、 そして また人 間は、 とか く図式的短絡的に将来 をイメージする弊か ら逃れがた

いが、短的営為による発展路か らなるジャパニーズ ・ドリームが黙示的あるいは顕示的 に描かれ

ていた。その提子の1つ として、デー タベースが構想 され、かつ位置づけ られた。

現段階のデータベースを巡 って、その産業的規模な どを、統計的視点か ら掌握 しようとす る と

き、計量可能部分の把握 によって、 まだ計量にそぐわない部分が脱落 することによる考察 の空胴

化が案 じられる。

そ うした問題意識 に立 って、 この報告文 は、全貌掌握 の視点をマクロ的考察 として、 また個々

の降路等への留意を ミクロ的考察 として散見的に記 した。 当委員会の今後の検討 によって、適切

な対処が図 られることを期待 しての素材記述であることをお断 りしたい。
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3.デ ー タベース産業 に関する統計の

日 ・米 ・欧の比較可能性 について

これ までの 「データベース白書」で用 いられているデータ と、現在入手可能 な若干の国外 の報

告書な どに もとついて、 データベース統計の比較に関する問題点 を考察する ことが、本稿の 目的

であ る。

3--1デ ー タベ ース産業 の位 置づ け と分類基 準

3-1-1国 際 標 準 産 業分 類(lSlC)

国際比較 を考 えるとき、 まず、国際連合統計委員会 による「国際標準産業分類」(第3次 改訂 、

ISICRev.3)を 考慮 しなければな らない。1989年 の第3次 改訂 では、第2次 改訂版 に比べ て資

料1の ようにサー ビス業 の分類が細 か くな り、コンピュータ関連産業 もかな りカバー され るよう

にな って きている。

全般的な改訂の主旨は、発展途上国のデータ収集能力に負担 をかけすぎるような過度 にわた る

細 目は差 し控 えなが ら、一方で、全てのレベルで 「EC内 経済活動一般産業分類(NACE)」 との

対応 を図ることにあった。特 に、経済を近代的な方法で構築 し、サービス部門にもっ と多 くのス

ペースを与え、 またい くつかの重要な活動あるいは業種の格上 げを図 る必要があった。基本的 に

はISICの2桁 分類項 目を使用する国民経済計算分析用、および経済政策用、とくに1-0分 析用

にさ らに詳細 な ものが求 め られ ることを反映 している。

ISICのRev.2か らRev.3へ の改訂で、情報サー ビス産業 に関連す る点 の概略 は以下 の よう

になる。

第3次 改訂版 のパ ラグ ラフ196に は、次の ように述べ られてい る。

全てのコンピュータ関連活動に対 して、 もう一つの新 しい中分類(72)が 作 られた。ハ ー ド

ウェアおよびソフ トウェアの構成 に関するコンサルタン ト、 ソフ トウェア供給、データ処理、

データベース活動(小 規模 を主体 とす る)、 コンピュータお よび事務機器の修理お よびメ ンテ

ナンス等の活動が含 まれる。修理およびメンテナンスの大半 は、 これ らの機械 を製造販売す

る単位 とは無関係の、独立 した単位 によって実施 されてい る。メインフレームの高級化、 ま

たは更新は製造業 に分類 され る。

具体的には、 コンピュータおよびその関連活動の分類項 目の名称な らびに範囲が、マイクロ電

子工学の急速 な発展 を反映 して変更 されている。細分類7210は 「ハー ドウェア ・コンサルタン

ト業」として特定。7240は 「データベース活動」と改称 し、単 にデータベース利用だけでな くデ

ータベースの開発 およびデータの保管に関する活動 まで含 めた広範囲のデータベース関連活動 を

対象 としている。7250は 「事務用、会計用、計算用機械 の維持・修理」 を対象 とす る。 この細分

類は、製造業からサー ビス業 に移管 された。その理 由は、 この関係の活動は、 この種 の機器 の製

一19一



造業者 とは関係のない小単位によって実施 されることが多いか らである、 とされている。

以上の ように、今回の改訂でデータベース産業が明示的に扱われ るようになったが、国際連合

統計委員会では、国連加盟各国に対 して 「国際比較のため経済活動の種類 にしたが ってデータを

報告す る際 にはISICRev.3を その まま使用すること、 また、加盟国がISICの 枠組 みを損 なわ

ないよう、 自国の要求に適合するような必要な修正 を加 えた形でISICRev.3を 採用す ること」

を勧告 してい る。

資 料1-1.

ISICの 第2次 改 訂 分 類 と第3次 改 訂 分 類

第2次 改 訂 産 業 大 分 類

1.Agriculture,Hunting,forestryandFishing

2.MiningandQuarrying

3.Manufacturing

4.Electricity,GasandWater

5.Construction

6.WholesaleandRetailTradeandRestaurantsandHotels

7.Transport,StorageandCommunication

8.Financing,Insurance,RealEstate

9.Community,SocialandPersonalServices

10.ActivitiesandAdequatelyDefined

　

　

　

　

　

　

　

A

B

C

D

E

F

G

　

　

コ

　

　

H

I

J

K

L

第3次 改 訂 産 業 大 分 類

Agriculture,huntingandforestry

Fishing

Miningandquarring

Manufacturing

Electricity,gasandwatersupPly

Construction

WholesaleandRetailtrade:repairofmotorvehiles,motorcyclesandpersonalandhouse-

holdgoods

Hotelsandrestaurants

Transport,storageandcommunications

Financialintermediation

Realestate,rentingandbusinessactivities

Publicadministrationanddefence;compulsorysocialsecurity
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M.Education

N.Healthandsocialwork

O.Othercommunity,socialandpersonalserviceactivities

P.Privatehouseholdswithemployedpersons

Q.Extra-territorialorganizationsandbodies

資料1-2.

国際標 準産 業 分類(ISIC)の 一部

K不 動 産,物 品 賃貸 業 お よび事 業 サ ー ビス業

中分類70不 動 産 業

中分類71機 械 器 具(オ ペ レー タな し)お よび個人 ・家庭 用 品賃 貸 業

中分類72コ ンピ ュー タお よび関連 産業

7217210ハ ー ドウェ ア ・コ ンサル タ ン ト業

7227220ソ フ トウ ェア.コ ンサル タ ン ト業 お よび ソフ トウ ェア供 給 業

7237230デ ー タ処 理業

7247240デ ー タベ ー ス業

7257250'事 務機 器,計 算機 お よび コ ンピ ュー タ保 守 ・修 理 業

7297290そ の他 の コン ピュータ関連 産 業

中分類73研 究 ・開発 業

中分類74そ の他 の事 業 サ ー ビス業
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資料1-3.

ISIC中 分類72「 コンピュータ及 び関連産業」

中分類72コ ンピュータ及び関連産業

7217210ハ ー ドウェア ・コンサル タン ト業

この細分類 には、ハー ドウェアの種類及び コンフィギュレーシ ョンに関 しての コンサル タン ト

業が含 まれ、関連の ソフ トウェアアプ リケー ションが付 くか否かは問わない。普通、 コンサルタ

ン ト業務 には、ユーザーの抱 えるニーズ と問題 の分析、及び最善 な解決法の提示が含 まれ る。

除外 されるもの:コ ンピュータを販売する単位 によって営 まれ る同種の事業 は、細分類3000(事

務用、会計及 び計算機械製造業)又 は中分類51(卸 売業及び委託販売業(自 動車及 びオー トバイ

を除 く。))あ るいは中分類52小 売業(自 動車及びオー トバ イを除 く。)、個人 ・家庭用品修理業)

に分類 され る。

7227220ソ フ トウェア ・コンサルタント業及びソフ トウェア供給業

この細分類 には、直ちに使用で きるような形の システムの、分析、設計及 びプログラ ミングに

関係 した事業が含 まれ る。普通、 これには、 ユーザーの抱えるニーズ及び問題の分析 と、最 も経

済的な解決法の提示、 そしてこの解決法 を現実化するの に必要なソフ トウェアの制作が含 まれ る。

また、ユーザーの指示 に従 って単純なプログラムを書 くことも含 まれ る。 これ らの事業 に含 まれ

るものを具体 的にあげれば、特定のユーザーの注文に基づいたオーダーメイ ドの ソフ トウェアや、

イージーオーダーあるいはレデ ィーメイ ド(カ スタムオーダーでない)の ソフ トウェアの開発、

生産、供給及 び ドキュメンテーシ ョン、 といった ことなどである。

除外 されるもの:カ スタム ・オーダーでない ソフ トウェアの再製 は、細分類2230(記 憶媒体複製

業)に 分類 される。 ソフ トウェアが再販 される際 に含 まれて くる同種の業種 は、細 分類5239(専

門店 におけるその他小売業)に 分類 される。

ハー ドウェア ・コンサルタン ト業 に合 わせて提供 され るソフ トウェア コンサルタン ト業 は、細

分類7210に 分類 され る。

7237230デ ー タ処理業

この細分類 には、あ らゆる種類のデータの処理 ないしは製表が含 まれ る。

この作業では、顧客の供給 したデータが処理 され、報告書の作成 される場合 もあれ ば、 もっぱ ら

キーパ ンチングその他の方法によるインプ ッ トの準備や、 カー ドか らテープへ といった ような転

換、光学的な方法による文字認識等が専門に行われる場合 もある。

これ らのサービスは、店頭 で授受する方式で供給 され ることもあれば、遠隔のアクセス端末に

よって供給 されることもある。 また、顧客のプログ ラムが使用される場合 もあれば、独 占された

プログラムが使用 され る場合 もある。1時 間単位で、 あるいは時間分割方式で こうしたサー ビス

が提供 される場合 も、 ここに含 まれる。 また、他人 もデータ処理施設 を継続的に管理 ・運転 する

ようなケース も、 ここに含 まれて くる。

除外 されるもの:コ ンピュータとコンピュータ関連のハー ドウェア及び加算機 と計算機 について
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行 われ る レ ンタル とリー ス は、 細 分類7123(事 務 用機器 ・器 具賃 借 業(コ ン ピ ュー タ を含 む。))

に分 類 され る。

プ ログ ラ ミング を含 め たす ぐ使 用 で きる よ うな形 の コ ン ピ ュー タ シス テ ム の開 発 は、細 分 類

7220(ソ フ トウ ェア、 コ ンサ ル タ ン ト業 及 び ソフ トウ ェア供給 業)に 分類 され る。

コ ンピ ュー タ機 器 の メ ンテナ ンス及 び修 理 は、 細分類7250に 分類 され る。

7247240デ ー タベ ース 業

この細 分類 には、次 の3種 類 の デー タベ ー ス関連事 業が含 まれ る。

一デ ー タベ ー スの開発
。 す なわ ち、1な い しそれ以上 の情報 源 か らの デー タ収集 。

一デ ー タの蓄 積。 す なわ ち、一 定 の フ ォーマ ッ トに よる情報 の コ ン ピュー タ レコー ドの作 成 。

一デ ー タベ ー スの活用 。 す なわ ち、 オ ンラ イ ンの デー タ検 索 あ るい は呼 び 出 し機 構(コ ン ピ ュー

タ で管 理)に よる、一 定 の1頂序 又 は シー ケ ンスでの デー タの供給 が含 まれ る。 デ ー タは、金 融 デ

ー タ、経 済 デー タ、統計 あ るい は技術 デ ー タな ど、 どの よ うな種 類 の もの で よい。 デ ー タは、 誰

で もが 利用 で きる場合 と、 限 られ た ユ ー ザ しか利 用 で きない場合 とが あ る。 デー タ は、 請求 に基

づ い て蓄 え られ る場 合 もあ る。

除 外 され る もの:図 書 館及 び公 文 書 館 が行 って い るコ ン ピ ュー タ化 され た 資 料整 理 は、細 分類

9231(図 書 館及 び公文 書館 サ ー ビス業)に 分類 され る。

7257250事 務 機器 ・計算 機 及 び コン ピュー タ保 守 ・修 理 業

この細 分 類 に は、 事務機 器 、 計算 機 並 び に コ ンピュータ及 び コン ピ ュー タ周辺装 置 の メ ンテナ

ンス及 び修 理 が含 まれ る。

7297290そ の他 の コ ン ピュー タ関連 産業

この細 分 類 に は、 他 に分類 され な い その他 の コ ン ピュー タ関連 事 業部 が 含 まれ る。
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3--1-2日 本 標 準 産 業 分 類(J・SIC)

「データベース白書」では、 日本標準産業分類 とな らんで産業構造審議会の分類 も提示 されて

いる。産業構造審議会 による分類では、データベース産業は 「電子系」 としての 「情報産業」の

一部 として捉 えられてお り、市場調査 などは自然に除外 され るという明快な分類 にはなっている

が、統計デー タ分類の基準 としては日本標準産業分類 を用い るべ きいであろう。

日本標準産業分類 は、資料2の とお りである。中分類84「 情報サー ビス ・調査 ・広告業」 の

うち、小分類841「 情報 サー ビス」お よび関連する項 目の内容 は資料

2-2の とお りである。データベース産業 は細分類8413「 情報提供サー ビス業」に相当す る。

3-1-3ア メ リカ の 分 類(US・SlC)

現 在 の標準 産業 分類 は1987年 改訂 の もので あ る。資 料3-1、 資 料3-2に み る とお り、中分類

73"BUSINESSSERVICES"、 小 分 類737"ComputerandDataProcessingServices"は 、

7371か ら7379の9つ の部 門 に細 分 され て お り、その うち、細 分 類73751nformationretreival

servicesが デ ータベ ー ス産 業 に対応 す る。

3-一一1--4ECの 分 類(NACE)

ECの 分類 基準 で あ る「EC内 経 済 活動 一般 産業 分類(NACE)」 の 第1次 改 訂(Rev.1,1990年

6月)で は、 大分類(資 料4-1)、 お よび情報 サ ー ビス産業 関 連 の小 分 類 ・細 分類(資 料4-2)の

よ うにISICRev.3と 容 易 に対 応 が つ く。 細分 類72.4Databaseactivitiesカ さ、 デ ー タベ ー ス

産 業 で ある。

3〒1-5分 類上の問題点

国連 と各国の分類の対応 は、以上の資料お よび資料5か ら理解で きよう。基本的には日・米 ・

欧 ともほぼ対応は とれるが、 この分類ではデータベース産業 の詳細 を知 るためには粗す ぎる こと

は明 らかである。一方、官庁 の公式統計 としては産業の境界 を安易 に変更することは望 ましくな

い し、厳密す ぎる分類 もあま り役 にたつ とはいえない。

なぜな ら、 コンピュータ関連の産業一般についてい える ことであるが、 この分野で用い られる

メデ ィアはきわめて新 しく、 また技術進歩が早いため、今 日適 当 と考 えられ る詳細な分類は(実

際上 は不可能 と思われ るが、仮 にで きた として も)比 較的短期間で無意味 とな りやすいか らであ

る。 それ よりも、データベース産業の範 囲をどのように認識 してお くべ きかが重要 であろう。

データベース産業 をどの ようにして定義するかについて、OECDで はデータベース産業 を"

ElectronicInformationServices"(電 子情報サービス)と よび、 この部門の定義について以下

の ように述べてい る。[1](1.部 門の定義)

電子 情報サー ビス部門は、種 々のサー ビス部門の広い範囲の活動 をカバーするので、既存 の産
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業分類では分類 する ことが不可能である。定義 と分類の困難のため、 この産業に規模ついての信

頼 で きるデー タはほ とん ど存在 しない。

情報は学際的、多部門的な性格 を持つ:情 報は、人類のほとんどすべての活動に関係 する。 こ

のスペ ク トルの一方の極端では、電子情報は印刷 という形(DTPな い し電算写植)を 採 り、他 方

では娯楽(ビ デオテ ックスによるコンピュータゲー ムなど)も 含 まれる。

この部門 は、4つ の基準で分類できる。

a)オ ンラインによる配布 この基準ではホス トセ ンター による配布のみが対象 とされる。 こ

の場合 には ビデオテ ックスサービスや電子メールサービス との境界問題が生 じる。 また統合

したプロデ ューサ ・ホス トと他のホス トの区別 も難点である。

b)電 子的媒体 による配布 ここで はデータベースのホス トか らのオンライン配布 およびCD-

ROMに よる配布 の両者が含 まれる。この場合の難点 は、先の問題 に加 えて、CD-ROM配

布 の前段 階の活動(マ スタ リングなど)を 含 めるかどうか とい う点である。

c)目 的 この基準 では、情報の純売上 げを目的 とする全 ての活動が含 まれ る。 したが って、

データベースの作成、配布、ニ ュース レターの編集、情報 ブローカーサー ビス、な ども含 ま

れる。 この基準はアメ リカのIIA(情 報産業協会)の 分析 に基づ いているが、以上 の活動が

自動化 されていることは必要 としない。

d)内 容 およびサー ビスの自動化 この基準では部門の境界 は 「自動化 されたデータのス トッ

ク」か ら情報サー ビスが提供 され ることで定め られる。 ここでは、基礎データの 自動作成、

あるいはデー タ収集、加工な どの自動化が産業の活動 とされ る。
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資料2-1

1984年 第9次 改訂 「日本標準産業分類」(大 ・中分類)

A農 業 32精 密機械器具製造業 K不 動産業

01農 業 33武 器製造業 69不 動産取引業

B林 業 34そ の他の製造業 70不 動産賃貸 ・管理業

02林 業 G電 気 ・ガス ・熱供給 ・水道業 Lサ ー ビス業

C漁 業 36電 気業 72物 品賃貸業

03漁 業 37ガ ス 業 73旅 館、その他の宿泊所

04水 産養殖業 38熱 供給業 74家 事サー ビス業

D鉱 業 39水 道業 75洗 濯 ・理容 ・浴場 業

05金 属鉱業 H運 輸 ・通信業 76そ の他の個人サービス業

06石 炭 ・亜炭鉱業 40鉄 道 業 77映 画 業

07原 油 ・天然ガス鉱業 41道 路旅客運送業 78娯 楽 業

08非 金属鉱業 42道 路貨物運送業 (映画業 を除 く)

E建 設 業 43水 運業 79放 送 業

09総 合工事業 44航 空運輸業 80駐 車 場 業

10識 別工事業(設 備工事を 45倉 庫業 81自 動車整備業

除 く) 46運 輸に附帯するサービス 82そ の他の修理業

11設 備工事業 47通 信業 83協 同 組 合

F製 造 業 1卸 売業 ・小売業、飲食店 (他に分類されないも

12食 料品製造業 49各 種商品卸売業 の)

13食 料 ・飼 料 ・た ば こ製造 50繊 維 ・機械器具 ・建築材 84情 報 サー ビス ・調査 ・広

業 料等卸売業 告業

14繊 維工業(衣 服、その他 51衣 服 ・食料 ・家具等卸売 85そ の他の事業サービス業

の繊維製品を 業 86専 門サービス業

除 く) 52代 理商 ・仲立業 (他に分類 されないも

15衣 服 ・その他の繊維製品 53各 種商品小売業 の)

製造業 54織 物 ・衣服 ・身の回 り品 87医 療 業

16木 材 ・木製品製造業 小売業 88保 健 衛 生

(家具を除 く) 55飲 食料品小売業 89廃 棄物処理業

17家 具 ・装備品製造業 56自 動車 ・自転車小売業 90宗 教

18パ ル プ ・紙 ・紙加工 品製 57家 具 ・建 具 ・じゅう器小 91教 育

造業 売業 92社 会保険、社会福祉

19出 版 ・印刷 ・同関連産業 58そ の他の小売業 93学 術研究機関

20化 学工業 59一 般飲食店 94政 治 ・経済 ・文化団体

21石 油製品 ・石炭製品製造 60そ の他の飲食店 95そ の 他の サー ビス業

業 J金 融 ・保険業 96外 国 公 務

22プ ラスチック製品製造業 61銀 行 ・信託業 M公 務

(別掲を除 く) 62農 林水産金融業 (他に分類されないもの)

23ゴ ム製品製造業 63中 小企業 ・庶民 ・住宅等 97国 家 公 務

24な め し革 ・同製 品 ・毛皮 特定目的金融業 98地 方 公 務

製造業 64補 助的金融業、金融附帯 N分 類不能の産業

25窯 業 ・土石製品製造業 業 99分 類不能の産業

26鉄 鋼業 65投 資業

27非 鉄金属製造業 66証 券業、商品取引業

28金 属製品製造業 67保 険業

29一 般機械器具製造業 68保 険媒介代理業、保険サ

30電 気機械器具製造業 一 ビス業

31輸 送用機械器具製造業
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資料2-2.

日本標準産業分類,小 分類841 「情報サー ビス」関連産業

大分類Lサ ー ビス

中分類84情 報サー ビス ・調査 ・広告業

小分類841情 報 サー ビス葉

組分類8411ソ フ トウェア業

電子計算機 のプログラムの作成およびその作成 に関 し,調 査,分 析,助 言な どを行

う事業所 をい う.

含 まれ る事業所:ソ フ トウェア業;情 報 システム開発業;プ ログラム作成業:ソ フ ト

ウェア作成 コンサルタン ト業

8412情 報処理サービス業

電子計算機 な どを用いて委託 された計算サービス(顧客が 自ら運転 する場合 を含 む)

パ ンチサービスなどを行 う事業所をい う.

含 まれ る事業所:計 算セ ンター;タ イムシェアリングサー ビス業;マ シンタイムサー

ビス業;パ ンチサービス業;カ ー ドさん孔サー ビス業

8413情 報提供サービス業

各種 のデータを収集,加 工,蓄 積 し,情 報 として提供する事業所 をい う.

含 まれ る事業所:不 動産情報提供 サー ビス業;交 通運輸 情報サー ビズ業;気 象情報 サ

ー ビス業;特 許 情報提供サー ビス業;こ の ほか
,科 学技術情報提供サー ビス業,経 済

情報提供サー ビス業

含 まれ な い事業 所:市 場調査 業(8419);与 論調 査 業(8419);ニ ュース供 給 業(8421):興 信 所

(8431);広 告業(844);観 光案内業(7699)

8412そ の他の情報サー ビス業

市場調査,与 論調査な どのような他 に分類 されない情報 サー ビスを行 う事業所 をい

う.

含 まれる事業所:市 場調査業;与 論調査業

含 まれない事業所:情 報提供サー ビス業(8413);経 営 コンサルタン ト業(8691)

小 分類842ニ ュース供 給業

細 分 類8421ニ ュー ス供 給i業

新 聞,定 期 刊 行物 にニ ュー ス を提供 し、 また はニ ュー ス報 告 に関す るサ ー ビス を供
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給 する事業所 をいう

含 まれる事業所:共 同通信社;時 事通信社:新 聞社支局(印 刷発行 を行 わない もの)

民間放送局支局(放 送設備のないもの)

含 まれない事業所:新 聞社支局(印 刷発行 を行 うもの)

小分類843興 信所

細分類8431興 信所

商人および消費者の信用調査 を行 う事業所 をい う.

含 まれ る事業所:興 信所:信 用調査所;商 業興信所;秘 密探偵社;私 立探偵社

資料3-1.

アメリカ合衆国標準産業分類 (US・SIC)1987年 改 訂

CodeShortTitle

A.AGRICULTURE,FORESTRY,ANDFISHING

B.MINING

C.CONSTRUCTION

D.MANUFACTURING

E.TRANSPORTATIONANDPUBLICUTILITIES

F。WHOLESALETRADE

G.RETAILTRADE

H.FINACE,INSURANCE,ANDREALESTATE

I.SERVICES

J.PUBLICADMINISTRATION

K.NONCLASSIFIABLEESTABLISHMENTS
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資 料3-2.

(US-SIC) 1987年 改 訂,大 部 門1.SERVICESの 内訳

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1

2

3

4

5

6

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

8

0

2

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

5

6

8

9

0

1

2

3

4

6

7

8

9

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

8

8

8

8

8

8

8

8

8

HOTELSANDOTHERLODGINGPLACES

PERSONALSERVICES

BUSINESSSERVICES

Advertising

CreditReportingandcollection

Mailing,Reproduction,Stenographic

ServicestoBuildings

MiscellaneousEquipmentRental&Leasing

PersonnelSupPlyServices

ComputerandDataProcessingServices

ComputerProgrammingServices

Prepackagedsoftware

Computerintegratedsystemsdesign

DataproCessingandpreparation

Informationretrievalservice$

Computerfacilitiesmanagement

Computerrental&leasing

Computermaintenance&repair

Computerrelatedservices,nec

MiscellaneousBusinessServices

AUTOREPAIR,SERVICES,ANDPARKING

MISCELLANEOUSREAPIRSERVICES

MOTIONPICTURES

AMUSEMENT&RECREATIONSERVICES

HEALTHSERVICES

LEGALSERVICES

EDUCATIONALSERVICES

SOCIALSERVICES

MUSEUMS,BOATNICAL,ZOOLOGICALGARDENS

MEMBERSHIPORGANIZATIONS

ENGINEERING&MANAGEMENTSERVICES

PRIVATEHOUSEHOLDS

SERVICES,NEC

注:1972年 のUS'SICで は,737ComputerandDataProcessingServices

には7372ソ フ トウ ェア業,7374情 報 処 理 サ ー ビス業(パ ンチ,タ イ ム シ ェア,管 理,運 営,

etc.),7379他 に分類 され ない情報 処 理 サ ー ビス業(機 器 維持 修 理,コ ンサ ル タ ン ト,リ ー ス

除 く製 造 業 が直 接行 う もの)し か ない。
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資 料4-1.

EC内 経 済 活 動 一 般 産 業 分 類

DivisionDescription

SECTIONA

SECTIONB

SECTIONC

SECTIOND

SECTIONE

SECTIONF

SECTIONG

SECTIONH

SECTIONI

SECTIONJ

SECTIONK

SECTIONL

SECTIONM

SECTIONN

SECTIONO

SECTIONP

SECTIONQ

(NACERev.1)1990年6月 改 訂 の 大 分 類

AGRICULTURE,HUNTINGANDFORESTRY

FISHING

MININGANDQUARRYING

MANUFACTURING

ELECTRICITY,GASANDWATERSUPPI、Y

CONSTRUCTION

WHOLESALEANDRETAILTRADE;REPAIROFト{OTOR

VEHICLES,MOTORCYCLESANDPERSONALAND

HOUSEHOLDGOODS

HOTELSANDRESTAURANTS

TRANSPORT,STORAGEANDCOMMUNICATION

FINANCIALINTERMEDIATION

REALESTATE,RENTINGANDBUSINESSACTIVITIES

PUBLICADMINISTRATIONANDDEFENCE;COMPULSORY

SOCIALSECURITY

EDUCATION

HEALTHANDSOCIALWORKS

REAI、ESTATE,RENTINGANDBUSINESSACTIVITIES

PRIVATEHOUSEHOLDSWITHEMPLYEDPERSONS

EXTRA-TERRITORIALORGANIZATIONSANDBODIES

ISICRev.3

011-020

050

101-142x

151x-372

401-410

451-455

501-526

551x-552x

601-642

651-672

701x-749x

751-753

801-809

851-853

900-930

950

990

一30一



資 料4-2.NACERev.1か ら

SECTIONKREALESTATE,RENTINGAND

Division72COMPUTERANDRELATED

BUSINESSACTIVITIESの 内 訳 お よ び

ACTIVITIESのGroUp,Class内 訳

Division Description ISICRev.3

0

1

7

7

り
ρ

り
∂

4
吐

ワ
7

7

7

REALESTATEACTIVITIES

RENTINGOFMACHINERYANDEQUIPENTWITHOUT

OPERATORANDOFPERSONALANDHOUSEHOLDGOODS

COMPUTERANDRELATEDACTIVITIES

RESEARCHANDDEVELOPMENT

OTHERBUSINESSACTIVITIES

701x702

711x-713

721729

731-732

741-749x

DivisionGroupClass Description ISICRev.3

72 COMPUTERANDRELATED 、ACTIVITIES

72.1

72.10

Hardwareconsultancy

Hardwareconsultancy

721

7210

72.2

72.20

SoftwareconsultancyandsupPly

SoftwareconsultancyandsupPly

722

7220

72.3

72.30

DataProcessing

DataProcessing

723

7230

72.4

72.40

Databaseactivities

Databaseactivities

724

7240

72.5

72.50

Manitenanceandrepairofoffice,

accountingandcomputingmachinery

Manitenanceandrepairofoffice,

accountingandcomputingmachinery

725

7250

72.6

72.60

Othercomputerrelatedactivities

Othercomputerrelatedactivities

729

7290
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資料5

日本標準産業分類(JSIC)/国 際標準産業分類(ISIC)分 類項 目数比較表

日本標準産業分類(JSIC)(1984) 国際標準産業 分類(ISICRev.3)(1989)

大 分 類 中分類 小分類 細分類 大 分 類 中分類 小分類 細分類

A農 業 1 9 15
A農 業、狩猟業及

び林業
2 6 9

B林 業 1 5 10 B漁 業 1 1 1

C漁 業 2 5 20 C鉱 業及び採石業 5 10 12

D鉱 業 4 14 59 D製 造業 23 61 127

E建 設業 3 20 47
E電 気、ガス及び

水供給業
2 4 4

F製 造業 23 161 588 F建 設業 1 5 5

G電 気 ・ガス ・熱

供給 ・水道業
4 6 10

G卸 売 ・小売業並

びに自動車、オ
ー トバイ及び個

人 ・家庭用品修

理業

3 17 29

H運 輸 ・通信業 8 32 55
Hホ テ ル及 び レス

トラン
1 2 2

1卸 売 ・小売業、

飲食店
12 54 150

1運 輸業、倉庫業

及び通信業
5 10 17

J金 融 ・保険業 8 22 72 J金 融仲介業 3 5 12

K不 動産業 2 5 9

K不 動産業、物品

賃貸業及び事業

サービス業

5 17 31

Lサ ー ビス業

6

25 113 221

L公 務及び国防、

強制社会保障事

業

1 3 8

M公 務(他 に分類

されないもの)
2 5 5 M教 育 1 4 5

N分 類不能の産業 1 1 1
N保 健衛生及び社

会事業
1 3 6

0そ の他の共同体、

社会及び個人サ
ー ビス業

4 9 22

P雇 人のいる個人

世帯
1 1 1

Q治 外法権組織及
び団体

1 1 1

14 96 452 1,262 17 60 159 292
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3-2デ ー タベース の概念 および分類'

そもそ も産業分類 はデータベースの概念が明 らかにならない限 り不可能であるはずだが、基本

概念 は ともか く、実際的にはデータベースの内容 も時 とともに変化 してきているし、国ないし地

域 によって も同一 とはいえない。

3-2-1日 本 の デ ー タベ ー ス

日本で は、昭和61年 に 「著作権法」が改正 され、データベースが知的財産 として保護 され る

ことになった。著作権法では、「論文、数値、図形その他の情報 の集合物で あって、それ らの情報

を電子計算機 を用いて検索することがで きるように体系的に構成 した もの をいう」 と定義 してい

る。

また、情報 を蓄積 した ものだけではな く、金融 ・証券情報 な どフロー タイプの情報 もコンピュ

ータ ・ネ ッ トワークを経由 していれば 「データベース」である と考 え られ るようになってい る
。

通商産業省の 「データベース台帳総覧」で用い られている ものでは、データベースは、形態別、

分野別、提供形態別、用途別な どの分類基準がある。

形 態 別 分類

リフ ァレ ンス ・デ ー タベ ー ス

フ ァ ク ト ・デ ー タ ベ ー ス

文字情報(文 献 ・記事 の書誌情報、抄録)

数値情報(統 計データな ど)

文字情報(文 献の全文)

画像情報(写 真な ど)

映像情報(実 験観察など)

音声情報(音 楽、機械音な ど)

分 野別 分 類

1.一 般 、2.ビ ジネス、3.自 然 科学 、

(それ ぞれ の分 野 が細 分 され て い・る)

提供形態別分類

オンライン

用途別分類

・商用 データベース

4.社 会 ・人 文 科学

オ フ ライ ン(バ ッチ)

イ ンハ ウス デー タベ ース
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3--2-2ア メ リ カ の デ ー タ ベ ー ス

LINKResources,Corp.に よ る と、 デー タベ ース は 「市 場 分野 別」 と 「メデ ィア別 」 に分 け ら

れ て い る。[2]

市場 分野 別で は

信用情 報(creditinformation)企 業 お よび個 人 に関 す る信用 情報

金融 ・経 済情 報(financialandeconomicinformation)イ 責券、 商品 な どの価格 の リアル タ

イム情 報 、 ヒス トリカ ル情報 な ど

法律 ・行 政 ・政府 情報(legal,legislativeandgovernmentinformation)ア メ リカ で は多

いが、 ヨー ロ ッパ で はあ ま りない もの

ニ ュー ス情報(newsinformation)ニ ュー ス デー タベ ー ス の リアル タイ ムお よび ヒス トリ

カル情報 、 コン ピ ュー タ業 界 の情報 も含 む

製 品情 報(productinformation)

科学情 報(scientificinformation)科 学専 門誌 の ア ブス トラ ク ト、物質 ・分 子構 造 の フ ァク

トデー タベ ー ス

バー テ ィカル マ ーケ ッ ト情 報(verticalmarket/operationa1)航 空 な どの旅 行 予 約 サ ー ビ

ス、運 送 な どの電 子情 報

1990年 度 の報 告書 では、"VerticalMarket/Operationa1"情 報 は 「旅行 の予約 とス ケ ジ ュー

リン グ」、 「保 険 」、 「図 書館 」、 「不 動産 」、 「運送」 に分割 して この分野 の概 念 が明確 に され て い る。

また、 メデ ィア別 で は次 の よ うな分類 が なされ て い る。

オ ン ラ イ ン対 話/ダ イ ア ル ア ップ(Onlineinteractive/dial-up)

オ ン ラ イ ン対 話/専 用 回線(Onlineinteractive/privateline)

通 信:一 方 向(Broadcast/1-way)主1こ 、 通 信 衛 星 、FMな ど を用 い た 配 布 方 法

通 信:双 方 向(Broadcast/2-way)対 話 型 の 通 信

対 話 型 音 声 ・オ ー デ ィオ テ ッ ク ス(Interactivevoice/audiotex)

CD・ROM

磁 気 テ ー プ

フ ロ ッ ピ ー デ ィ ス ク

フ ァ ク シ ミ リ

ー 方
、 オ ン ラ イ ン ・デ ー タ ベ ー ス に つ い て だ け で は あ る が 、Cuadra/Elsevierの"Directory

ofOnlineDatabses"に よ る と、 デ ー タベ ー ス の 内 容 に よ っ て 次 の よ うな 分 類 が あ る 。[4]
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レ フ ァ レンス ・デ ー タベー ス(追 加 的情 報 な い し全文 の 出所 を示 す もの)

文献(Bibliographic)印 刷 され た文 献(雑 誌 、報告 書 、特 許、 図 書 な ど)に つ いて の引

用、 とき にア ブス トラク ト

参 照(Referral)出 版 されて い な い情 報 につい ての引用 、要約 な ど。普 通 は組 織、個人 、視

聴 覚 資 料 な どが対 象 とな る。

資 料 デ ー タベ ー ス(元 デー タや元 資料 の全 文 を含 む もの)

数 値(Numeric)元 調 査 デー タな い し統 計 表。 多 くは時系 列 デ ー タ

テ キス ト ・数値(Textual・Numeric)通 常 は多 くの フ ィール ドか らな る レ コー ドを単 位 と

す るデ ー タ。 フ ィール ドの 中 に は数 値 と文字 情 報が混在 してい る。

全 文(Fulltext)新 聞記事 、 判決 文 な どの全 文

ソフ トウ ェ ア(Software)ダ ウ ンロー ド可能 な コン ピュー タ ・プ ログ ラム

LINKResourcesに よれ ば、 アメ リカ で は、 デ ータベ ース の内容 の変化 、質 の変 化 、 サー ビス

形 態 の変 化 に と もな って デ ータベ ー ス ・サー ビスの概 念 が広 が り、現 在 で は 「電 子情 報 サ ー ビス」

(ElectronicInformationService)と い う呼 び方 が一 般化 して い る。 この概 念 で は、 デ ー タベ ー

ス系 と リアル タ イム系 、 トラ ンザ クシ ョン系 の すべ てが含 まれ る。 これ らの 間の境 界 は な くな り

つつ あ り、検 索 型 デー タベ ー スサ ー ビスに株 価 のオ ンライ ンサ ー ビスが 付加 され た り、 逆 に相 場

の リア ル タイ ムサ ー ビス に ヒス トリカル情 報 が登載 され る場合 も増 えて きて い る とい う。 きわ め

て近 い将 来、 分 類 の改正 を行 う必 要が 出 て くる もの と思われ る。

3-一 一2-3ECの デ ー タ ベ ー ス

CEC/EIIA(CommissionoftheEuropeanComminities/EuropeanInformati6n

IndustryAssociation)の 最 近 の報 告書 に よれ ば、

「IMO(InformationMarketObservatory)の 設立 に関 わ った人 た ち は、 公 表 され てい る

統 計 で は サー ビス業、 特 に情報 サー ビス業 の活動 が適切 に反映 され て いな い こ とを直 ち に認

識 した。」[3]

と現状 で は利 用 で きる統 計 が存 在 しな い こ と、 その ため、彼 らの行 った調 査 が(限 定 され た ア ン

ケー ト調 査 とい う性 格 で あ って も)有 用 で あ る と主張 して い る。 しか し、残 念 なが らCEC/EIIA

の調査 その もの は、対 象が 限定 され す ぎて い る し、 ホ ス トの分類 な どは試 み られ て は いな い た め、

こ こで は扱 わ な い こ とにす る。

先 に引 用 したOECDの 報 告 書 で は、 デー タベ ース の媒体 に よって

オ ンライ ン(OnLine)

ビデオ テ ックス(Videotex)

CD-ROM
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の3つ に分 け、 そ の うちオ ンラ イ ン とビデオ テ ックス に つ いて 「国別 」、 「ユ ーザ別 」 の 分類 が 試

み られて い る。[1]

しか しEC加 盟 国 の間 で も、 デ ータベ ー スの実 際 の事 情 は、 国 に よ って多 い に異 な る。 た とえ

ば、 フラ ンスで はTelete1の よ うな世 界 最大規 模 の ビデオ テ ックス(1989年 で500万 台 の端 末

と12,400の 業者 が あ る)を 持 ち、EC内 での ビデオ テ ックスの90%を 占め てい る、 とい った

特殊 な状態 に あ る。 また、 言語 の違 い によ って単 一 言 語 の デー タベ ー スの市場 規模 は それ ほ ど大

き くなれ ない、 とい った点 もア メ リカな ど とは違 う点 で あ る。

LINKResources(Europe)は オ ン ライ ン・デー タベ ー ス につ い ての み、 ユーザ別 、市 場部 門別

の分類 してい る。ユ ーザ別 は信 頼 度 に疑 問が あ るの で、市場 部 門別 の 分類 の み を掲 げて お く。[2]

オンライン市場部門別分類

株式 ・債券

外国為替

商品市況

計量経済

企業製品

企業信用

消費者信用

マーケティング

科学 ・技術 ・医学

その他

3-3統 計データの検討

3-3-1利 用 が 考 え られ る統 計 デ ー タ

データベース白書で利用 している統計 データ(お よびその外に利用が考えられ るデータ)は 次

の とお りである。

国内データ

「特定サー ビス産業実態調査報告書(情 報サー ビス業編)」(通 産省)

「データベース台帳総覧」(通 産省)

「データベース・サー ビスに関す るユーザの意識調査」(ユ ーザ編、ベ ンダ編、データベ ース振

興セ ンター独 自調査)

海 外 デ ー タ

DirectoryofOnlineDatabases,Cuadra/Elsevier
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「米 国、 ヨー ロ ッパの 電子 情報 サ ー ビス市場 調査 」(デ ータ ベ ー ス振 興 セ ンター調査 、LINK

Resources社 委 託)

CEC/EIIACoordinatedSurveyofECHostOrganisationsEngagedinthe

ProvisionofElectronicInformationServicesforProfessional

Users1988,EuropeanInformationIndustryAssociation(EIIA)

IMO(lnformationMarketObservatoy)の い くっか の 出 版 物:

CommissionoftheEuropeanCommucities,"Thesizeoftheinforma-

tionservicesmarketasseenbyspecialisedpressandpublica-

tions",IMOReport1989

CommissionoftheEuropeanCommunities,"Summaryresultsof1988

userpanelsurvey",IMOReport1989

ア メ リカ の サ ー ビ ス業 統 計

CensusofServiceIndustries(サ ー ビス業 セ ンサ ス)

ServiceAnnualSurvey(サ ー ビ ス年 次 調 査)

3-3-2統 計 デ ー タの特 徴

前節 に掲 げた統計調査の主要 な ものについて、 その特徴 を記 してお く。

特定サー ビス産業実態調査(日 本)

この調査 は、「特定サー ビス業実態統計調査」として1973年 に第1回 調査が実施 された。 当時

のわが国経済が高度成長期 における重化学工業中心から知的集約型産業 への変化が求められてい

たなかで、 その中心的な役割 を果た しつつあるサー ビス産業の実態把握 の必要性 が急速 に強 まっ

た時代 の要請 を反映 している。
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特定サービス産業実態調査 は、統計法に もとつ く指定統計第113号 として、第1、2回 調査 で

は 「物品賃貸業」、 「情報サー ビス業」、「広告業」、「デザイ ン業」、「コンサルタン ト業」の5業 種

の調査 を実施 し、第3回 調査 以降 は毎年調査す る基本3業 種(「 物 品賃貸業」、「情報 サー ビス

業」、「広告業」)のほかに、知識集約型産業、余暇関連産業 などか らローテー ション業種 を選定 し

て調査 を行 うとい う方式 となっている。

この調査の特徴 は、サー ビス業 に格付 けされた事業所 を対象 とす るだけではな く、兼業 で行 っ

てい る事業所 も含めて、 その活動 を営 んでいる事業所について調査 している ところにある。

情報サービス業の調査範囲は、 日本標準産業分類の小分類 「841:情 報サー ビス業」に属する事

業所 を対象 としている。,

調査項目は、業務開始年、経営組織、従業者数、兼業割合、年 間売上高、有形固定資産取得額、

営業費用である。 また、ア ンケー ト項 目 として事業経営の現状等を調査 している。

調査結果の概要 を見 ると、第1回 調査が行われた1973(昭 和48年)年 に1105事 業所、年間売

上高1671億 円だった ものが、昭和63年 には5627事 業所、3兆2970億 円へ と大 きな発展 を示 して

いる。

サー ビス業セ ンサス(CensusofServiceIndustries)(ア メ リカ)

この調査は、「経済セ ンサ ス(EconomicCensuses)」 の一環であ り、1933年 にサー ビス業が追

加 され、1967年 以降5年 周期で実施 されてい る。最近年(1987)の センサスの対象業種 は、小売

業、卸売業、サー ビス業、運輸業、工業、鉱業、建設業 とい う構成 になっている。

1987年 サー ビス業 センサスは、1987年 改訂US・SICに もとづ き、大分類1.Servicesを 対象

としている。主な調査項 目は

項 目1雇 用主ID番 号

2事 業所所在地

3営 業状況(1987年 中の営業月数、1987年 末の営業状況等)

4組 織形態(個 人、法人等)

5課 税状況(非 営利法人等 の別)

6収 入(年 間課税収入、非課税収支)

7給 与および雇用者(控 除前年間給与総額、雇用者数等)

8事 業活動の種類

9～14調 査表 によ り異 なる(収 入源、輸出サー ビスに関する項 目を含む)

15所 有、管理お よび事業活動地(他 会社 との関連、複数事業所所在地等)
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3-4今 後 の課 題L

以下 では、データベース統計の入手可能性、比較可能性 を中心 として、現在の課題 を列挙す る。

その内のい くつかは解決 が容易ではないもの も含 まれるが、今後 の検討 には値 しよう。

(1)当 面、官庁統計 は、アンケー ト調査 に際 しての事業所の格付 け として利用 で きるが、「特定 サ

ービス産業実態調査 」の ような広い調査 に
、 データベース関連 の全ての情報 を求 める ことは不

可能である。 したが って、 データベース振興協会やCEC/EIIAが これ まで に行 ってい るよう

な、個別の調査 に期待 すべ きであろう。

(2)デ ータベース産業 の境界 としては、先 に紹介 したOECDの リポー トに もあるように、い くつ

かの基準が考え られ る。将来 どの基準が もっとも適切な ものにな るかについては、現在の時点

では断定で きない。 したが って、 どの基準によることにして も、将来 も含めて国際比較、時系

列比較が可能 となるように、分解 を前提 とした調査項 目を設定する必要がある。

(3)産 業 と して は デー タベ ー ス産 業 に所属 しない事業 所 で も、 イ ンハ ウスデ ー タベ ーす な どで、

デー タベ ー ス活 動 が大 きな部 分 を占 める こ とが あ りうる。 この よ うな活 動 を含 め て考 えた い な

らば、 ア クテ ィ ビテ ィ ・ベ ー スの調査 を行 う こ とが 必要 とな る。 た とえば、欧 州 とアメ リカの

デ ータベ ー ス事業 の違 い として、欧 州 で はpublishingとbroadcastingが 区別 され て い るの

に対 して、ア メ リカで はmulti-mediagiantsが 主 な ので 両方 のサ ー ビス を含 んで い る とい っ

た点 が あげ られ て い るが 、 これ な どはアクテ ィビテ ィに よ らな けれ ば比 較 が難 しい問題 で あ る。

(4)デ ータベ ースの分類 について も、国によって、 また時 とともに大 きく変化 してい る。比較可

能性のためには、 プロデ ューサの分類、データベースの内容 の分類、流通方法 の分類 、メデ ィ

ア別の分類、な どについてあらかじめ枠を定 めるのではな く、再分類が可能な形で調査が行わ

れる必要が ある。

(5)現 在ではユーザ側 の調査 はあ まり多 くないが、ECの 調査 にもあるように今後の動向 を判 断

する上で必要なデータであろう。
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第4章 産業連関表を用いた情報経済の分析例

4--1情 報経 済 の構i造

4-2情 報 経 済 の 各部 門

4-3情 報 経 済 の産 業 連 関表

4-4デ ー タか ら見 た今 後 の課題





4.産 業連関表の用いた情報経済の分析例

本章は、電気通信政策総合研究所 『情報通信産業連関表に関す る調査研

究』昭和62年2月 、廣松毅 ・大平号声 『情報経済のマクロ分析』 東洋経

済新報社1990年6月 による。

は じめに

周知の ように、経済分野 において情報 をはじめて定量的に分析 したのはF.マ ッハルプの 『知

識産業』である。 当時(1970年 頃)、 日本で も彼の研究に刺激 されて、何人かの研究者 が日本 の情

報産業の規模 を計測するという試み を行 った。 しか しなが ら、 これ ら一連の研究 も当時 の工業化

とい う背景の下では、 まだ未来論 とい う受け取 り方が一般的であ った。そ して、1973-4年 の第

1次 石油危機 によって、 こうした未来論 も姿 を消 し、代わって省資源 ・省エネルギーが最重点課

題 となった。

こうした流れの一方で、 コンピュータ技術、新 しい半導体素子 の開発、通信技術の進歩 な ど、

情報化の底流 を形成 していた ものが、1980年 代に入って、次々 と実用化、商品化 され るにいた っ

た。このように情報通信技術が開花 し、現在の情報化 を推進す る大 きな力 となった。さらに、1985

年4月 の電気通信の自由化が、 この流れ に拍車をかけるような結果 を もた らし、将来的に、 日本

の産業構造全体 を大 きく変 えるようなインパ ク トをもたらす ことが予想 され る。

ここに、情報経済を体 系化 し、かつ定量的な分析枠組 を構築す る必要性が生 じている。 ここで

の 目的 は、 マ ッハルプ、および彼 の分析 を発展 させたポラ トの情報経済の分析手法 を基礎 としつ

つ、 日本経済の実状に応 じた情報経済の分析枠組の1つ の試案 を与 える ことである。

4--1情 報経済 の構造

現在、 日本経済 は大 きな曲が り角にさしかかってお り、高度 清報社会 に向 けた入 口に立 ってい

る。 このような認識に立つ と、今後の政策面において、情報化 の具体 的な姿 を把握 してお くこと

が、必要不可欠である。 そして、 日本経済 を対象 として情報化 の内容 を定量的に把握 するために

は、一定の フレームワークにもとついた諸統計が必要 となる。 このフレーム ワーク こそ、情報経

済の構造であ る。

本章 では、 この フレームワークを提示 したうえで、それに基づ く分析方法 を確立す ることを試

みる。情報活動 に関す る統計 として、独 自に公表 されたものはな く、た とえあった として も、 こ

れ までの ところ、 それ は情報化 の一部 を示す もので しかない。 そのた め、 ここで必要 なことは、

情報化 とい う概念 を用いなが ら、既存 の統計 を処理加工する ことによって、 ここで提示するフ レ

ームワークに合致 した指標 を作 り出す ことである。その とき、他の経済統計、た とえばGNPの よ

うなマクロ経済指標 と整合的であることが望 ましい。 そこで、基礎統計 として産業連関表 を用 い
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ることにして、情報経済全体のフレームワークを、以下の ように考 えることにする。

図4-1情 報経済 の構造

情 報通 信

サ ー ビス

(情 報通信支援財部門)

情報 通信

支援財

4-1図 において、産業 は大 きく3種 類 に分類 されている。すなわち、情報の生産 を行 う情報

通信部門、情報活動 に利用 される情報通信支援財部門、情報以外 の財 ・サー ビスを生産す る非情

報通信関係部門である。 そして、情報通信支援財部門 と非情報通信関係部門の内部には組織 内情

報通信部門が存在 している。 また、情報通信部門の内部 ではすべて情報活動が行われてい るもの

と仮定する。

情報通信部門は情報通信財 を生産 し他の情報通信部門、情報通信支援財部門、非情報通信関係

部門お よび家計 ・海外 に販売 してい る。 この とき、消費財的 な情報通信財は最終需要 としての家

計が ほとん どを消費す るが、一部 は企業の中間財 として投入 されている。投資財的な情報通信財

の購入者は企業である。 しか し情報通信財が無形財 であることか ら国民経済計算上有形固定資産

形成 に計上す ることが難 しく、 この扱 いが国民経済的に情報 を分析 するときの問題の1つ と考 え

られる。つ まり、研究開発投資 を会計的 には分離す ることができるが、国民所得勘定では研究開

発 は費用 として計上 され、資産計上 されることは少ない。その結果、投資財情報を購入 した とき

で も、国民経済計算上 は資本形成 とはな らず中間財の扱い になることがある。

情報通信支援財部門は、 あらゆる経済主体が行 う情報活動 に不可 欠な財 を提供 する産業で ある。

今 日の情報化 を推進 しているのが この産業の技術進歩 である。特 に、マイクロエ レク トロニ クス

技術 の進歩はめざまし く、 いまやあ らゆる機械類 に組 み込 まれて省 資源型、高品位 の製品 とな り

付加価値 を高 めてい る。 さらに、技術的な可能性が色々の分野 で規制緩和 を促 してお り、次々 に

新 しいサー ビスが生 まれ競争原理に基づいて淘汰 されてい くことになろう。
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最後 に、情報経済の構造 にとって重要な位置 を占めている組織内情報通信部門 に触れてお く必

要が ある。技術的 に情報化 を推進 しているのが情報通信支援産業である とすれば、計量的 にみて

情報化の大 きな部分を占めているのが この部門である。ポラ トが明 らか にしたように、組織 内情

報通信部門において行われている各種 の情報通信活動 はほとん ど産業分類 と対応 させ ることがで

きる とい う意味 で、 この部門 を準情報産業(InformationQuasi-lndustries)と 呼ぶ ことがで き

る。 ここでの活動 は組織 の意思決定に深 く関係 しているところが、情報通信部門 と異 なる点であ

る。 そして、本業の環境変化に応 じて この部 門が外部化され る傾向が現れ てお り、今後の情報経

済 を分析 する ときには、情報通信活動 の内部化 と外部化 という要因 をいかに理論的 に説明で きる

かが、情報経済 の主要なテーマにな るもの と思われる。

上の情報経済 の構造 において最終需要 を家計 に代表 させれば、6部 門になる。 ここでは、 ポラ

トとは異な り政府部門 はそれぞれ対応 する部 門に分割 されてい る。 もし、 ポラ トと同様 に政府部

門を独立に扱 えば8部 門経済 ということになる。ポラ トの6部 門経済 と異 なる点 は、ポラ トの第

1次 情報部門 を情報通信財 を供給す る部門 と情報通信支援財(情 報通信機械 と情報通信素材)部

門 とに2分 し、情報通信支援財部門にポラ トの第2次 情報部門 と同様 の企業 内情報通信部門 を導

入 した ことである。

その理 由は、情報通信支援財部門が生産 するものはあくまで も、情報通信 その ものではな くそ

れを支援 する財 だか らである。例 えば、 コンピュータは情報通信支援財部門の中核 を成す産業 で

あるが、 この生産アクテ ィビティをみる と、工場でのコンピュータ生産が主業務である。 この コ

ンピュータ生産 に携わ る活動 と他 の一般機械、 自動車等の生産 に携わる活動 とは同次元の もので

あ り、生産物が コンピュータで あるか らすべてが情報通信部門に含 まれ る(ポ ラ トは このように

処理 している)と 考 えるのはおか しい とい う批判 にこたえるための ものである。

4-2情 報経済の各部門

4-2-1情 報通信部門

各産業の分類基準 として、 その産業のアウ トプッ トを評価 するのか、 イ ンプッ トにお ける情報

投入の大 きさを評価するのか とい う2通 りの評価基準が考 えられ る。 ここで は前者のアウ トプッ

ト基準 を採用す ることにし、 インプ ッ ト基準 は別 に情報化係数(総 費用 に占める情報費用の割合)

を計 算することで評価 する。

つ まり、 ここでは、情報通信部 門を 「情報 を提供 し、又 は情報 を伝達 する ことを業 として行い、

そのサー ビスを市場 に提供 している部門」 と定義する。情報の提供 は、情報の創造、収集、分析、

加工、処理 というプロセスを含むが、情報の市場への提供 とい う形で収 れんされる。 この定義 に

従い、産業連関表 から分類 した情報通信部門 を表4-1に 示す。 この情報通信部門 は、新聞、出

版、 印刷だけが標準産業分類で製造業 に属 してお り、他はすべてサー ビス業である。つま り、 こ

こに分類 された情報通信部門は主 として情報通信サー ビスを生産 し供給 する産業である。
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表4-1情 報通信部門

産 業 72統 合部門 164統 合部門 基 本 分 類

1 新 聞 同 左

2 印 刷 同 左

3 出 版 同 左

4 不 動 産

・

不動産仲介

5 郵 便 同 左

6 国 内 電 信 電 話 同 左

7 国 際 電 信 電 話 同 友

8 そ の 他 の 通 信 サ ー ビ ス 同 左

9 教 育 注 同 左

10 研 究 注 伺 左

11 広 告 同 左

12 調 査 ・デー タ処 理 ・計算 サ ー ビス 同 左

13 情 報 提 供 サ ー ビ ス 同 左

14 法 務 ・財 務 ・ 会 計 サ ー ビ ス 同 左

15 土 木 建 築 サ ー ビ ス 同 左

16 そ の 他 の 対 事 業 所 サ ー ビ ス 同 友

17 写 真 業
7、

伺 左

18
映 画 製 作 ≠・ 配 給 業
興 行 団

r、

1・il左

19
映 画 館
劇 場 ・ 興 行 場

1司 左

20 放 送 1司 左

21
社 会 保 険 事 業(国 公.立)
社 会 保 険 事 業(非 営 利)

同 左

22 そ の 他 公 共 サ ー ビ ス 同 左

(注)自 家教育、自家研究については除外し、企業内情報通信部門に分解する。
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4-2-2情 報通信支援財部門

情報通信支援財 部門は広い意味で情報通信部門に含 まれるが、 この産業が生産す るものは情報

通信財ではない。 また、 この生産物は情報資本財 と素材及びそれ に関連す るサー ビスである(表

4-2が それ らの産業 である)。

表4-2情 報通信支援財部門

産 業 72統 合部門 |64統 合 部門 ムξ本 分 類

1
洋 紙 ・ 和 紙
紙 製 品

1司 左

2
印 刷 イ ン キ
写 真 感 光 材 料

1司 左

3 印 刷 ・ 製 本 ・ 紙 加 工 機 械 同 左

4 事 務 用 機 械 同 友

5
電 気 音 響 機 器
ラ ジ オ ・ テ レ ビ 受 信 機

同 左

6 電 子 計 算 機 ・ 同 付 属 装 紺 1司 左

7 そ の 他 の 電 子 応 用 装 置 同 左

8 電 子 管 「司 左

9 半 導 体 素 子 ・ 集 積 回 路 1司 左

10 電 気 通 信 機 械 及 び 関 連 機 器 1司 左

11 電 気 計 測 器 1司 左

12 通 ・信 ケ ー ブ ル 電 線 ケ… ブ ル を分 割

13

理 化 学 機 器
・ 計 量 器

精 密 機 械 修 理

同 左

14
カ メ ラ
そ の 他 の 光 学 機 械

同 友三

15 時 計 同 左

16
楽 器
軍 紀 具

同 友

17 電'信 電 話 施 設 建 設 伺 左

18
電 子 計 算機 ・ 同付属装置賃貸業
業務用物品(除 電算機等)賃 貸業

同 左

19 事 務 用 品 同 友

(注)こ の他、 オフィスビル 健 設 ・賃貸)オ フィスに対する付属財 を供給す る産業(家

具、什器、電気、水道等)が ある。 しか し業界統計等で、オフィス用 として分計可

能 な もの を除 き、計算不能 として除外 することとする。

分割計算す る場合 は、技術構造は全体 と同 じと仮定す る。
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この部門 は、概念的には、「情報通信部門お よび後述す る組織内情報通信部門が情報通信サービ

スを生産するのに直接必要 とする財 を供給す る部門」 とい うことになる。具体 的には、表4-2

にある財が該 当する。概念的には他の非情報通信関係部門に分類 されている財 ・サー ビス もこの

部門 に含 まれ る。例 えば、電気、ガス、水道 は非情報通信関係部門に分類 されているが、定義上、

情報通信部 門および組織内情報通信部門が使用する電気、ガス、水道 はここに分類 され、残 りの

分が非情報通信関係部門に分類 される。他 の財 もその需要先 によって一部 は この部門 に他 は非情

報通信関係部門 に分類 するとい うことで、産業分類 を行 えば概念的に情報通信支援財部門が定義

され ることになる。 とはいって も、取引金額が大 きい ものを除 き実際上、 この ような分割 は不可

能 であるか ら、表4-2に あげた部門 をもって情報通信支援財部門 とす ることにする。

情報通信支援財部門はほとん どが製造業 に属 してお り、 コンピュータを中心 とす る情報機械 お

よび文房具、紙 などで構成されている。 これ らの産業が生産するものは、情報通信 ではな くあ く

まで もその支援財である。 しか し、今 日の情報化 を推進 させている原動力 となっている ものが、

これ らの部門で開発 された情報通信技術であった こと、 さらに、それ らの技術 は様 々な情報機械

に体化 して世 の中に出現す ることを考 える と、情報通信部門の規模の推計 には広い意味で この部

門を加 えてお くことが必要である。

4-2-3組 織内情報通信部門

この部門はポラ トの第2次 情報部門の概念 に依拠 している。その定義 は 「情報通信支援財部門

及び非情報通信関係部門内にあって組織 内に情報 を提供する部門」である。情報通信部門 とは、

市場 に情報 を提供 しない点で異なる。 またポラ トの概念 と異 なる点 は、 ポラ トが非情報産業内だ

けで この情報活動部門を定義 したのに対 して、本研究では情報通信支援財部門に もこの部門を導

入 した ことで ある。すでに述べた ように、情報通信支援財部門の産 出は主 として物財である。 こ

の点だけを とってみれば、非情報通信関係部門の生産活動 と情報通信支援財部 門の生産活動には

差 がない。つ ま り、物財 を生産する工程 と組織 内で情報通信サービスを生産す るところが併存 し

てい ることになる。 このように考えると、両部 門に組織内情報通信部門を導入する ことは、ポラ

トの分析 を改善 し、 より正確に経済の情報化の構造 を示す ことになる。

この部門の計測方法 は以下で述べるが、基本 的には職業分類か ら、 この部門 を定義する:つ ま

り、企業内で 情報活動 を主 として行 っているであろ う職業 を分類する必要が ある。 国勢調査か ら

得 られる職業分類 のうち、情報通信 に関連 するものをまとめたものが表4-3で ある。
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表4-3情 報職業分類

グ ル ー プ 大 ・ 中 分 類 小 分 類

1. 科 学 ・技 術 者 A.専 門的 ・技術的職業従事者 自然科学研究者,人 文 ・社会科学研

ω 科学研究者{2)技 術者
究者 鉱山技術研究者,金属製造 技

術者,機 械技術者 電気技術者,化

学技術者,建 築 ・土木技術者,農 林

技術者,情 報処理技術者,そ の他の

技術者

2. 専 門 職

従事者

A。 専門的 ・技術的職業従事者

{4}法務従事者{5)公 認会言仕 ・

税理士 ⑥教員(7宗 教家

ω(5)

碧㌶ 察㌦ 竺隷 竺譲
{8)文芸家 ・記者 ・編集者

{9}美術家 ・写真家 ・デザイナー

校癬 蕊 』1三ろ曇;藁護学

00音楽家 ・舞台芸術家 ⑪その

他の専門的 ・技術的職業従事者
芸家 ・著述家,記 者,編 集者

医師(50%) 空裏:鷺 空襲
俳優 ・舞踊家 ・演 出家

社会福祉事業専門職員,個 人教師,

他に分類されない専門的 ・技術的職

業従事者

3. 管 理 的 職 業

従 事 者

B.管 理的職業従事者

02管 理的公務員 鷲 ㌘役警社墾㌶;
⑱ 会社 ・団体等役員

管理的職業従事者.駅 長 ・区長 郵
0φ その他の管理的職業従事者 便局長 ・電報電話局長,他 に分類さ

れない管理的職業従事者(船 長 ・航

海士(漁 ろう船を除 く)船 船機関長

航空機操縦士 ・航空士を含む)

4.
一般事務従事者 C.事 務従事者

⑮ 一般事務従事者
坦脚 韻 .会 計事頗 臨 事務

0⑤ 運輸 ・通信事務従事者 員 ・郵便 ・通信 事務員

08そ の他の事務従事者

5. 販売従事者 販売従事者(50%)

6. 非電子的情報 C、 事務従事者 C-08速 記 者,タ イ ピス ト,せ ん孔

インフラストラクチャー 08そ の他の事務従事者 機等操作員.電 子計算機等操作員

部門従事者
1.技 能工 生産工程作業者及び

単純作業者(劾 出版 ・製本作業

1-(幼 製版工 文選工 ・植字工,印

刷工 製本工 その他の印刷 ・製

者 本作業者

7. 電 子 的 情 報 H.運 輸通信従事者 1卜㈲ 無線通信士 ・無線技術士,有

インフラストラクチャー ㈲ 通信従事者 線通信士,電 話交換手,郵 便 ・電
A

部門従事者 報外務員,そ の他の通信従事者

(含郵便)
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4-2-4非 情報通信関係部門

非情報通信関係部門は情報通信部門お よび情報通信支援財部門 を除 くすべての産業である。表

4-4は 非情報通信財 を生産 する産業であ り、表4-5は 非情報通信 サー ビスを供給す る産業で

ある。非情報通信関係部門 を財 とサー ビス とに分割 してお く意味 は、経済 のサービス化 を分析す

るとき、情報通信部門 と非情報通信サー ビス部門を加 えた ものが、全体のサー ビス産業 とほぼ等

し くな り、情報通信支援財部門 と非情報通信物財部門 とを加 えた ものが全体の物財産業 とほぼ等

しくなるか らである。

表4-4非 情報通信部門

(その1)

産 業 72統 合 部 門 164統 合 部 門 基 本 分 類

農 業 耕 種 農 業 農業 サー ビスを

畜 産 除く

林 業 同 左

漁 業 同 左

鉱 業 石 炭

金 属 鉱 業
原 油 ・天 然 ガ ス

非 金 属 鉱 業

食 料 品 と殺 ・肉 ・酪農 品

その 他 の 食 料 品 野菜 ・果実加工

(1/2)

水 産 食 品
精 穀 ・ 製 粉

その 他 の 食 料 品 パ ン ・ 菓 子

(2/2) その他の食料品

配 合 飼 料
飲 料
煙 草

A"5"－AF 一 一 ・一 ー 一 〉一 一 「.-."

繊 維 製 品 製 糸 ・ 紡 績

織 物
ニ ッ ト 製 品

その他の繊維製 品

身 廻 品

製 材 ・ 木 製 品 同 友 1
`

家 具
一_・^._女 ←__一 一 一 一,一 一 ・・ →r・.一'一 一'

パ ル プ ・ 紙

紙 製 品
同 左 裟紙ジ鞠 を除く

¶「,}一 一 ・'

皮 革 ・皮 革 製 品
ゴ ム 製 品

同 左

一ー一
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(そ の2)

産 業 72統 合 部 門 164統 合 部 門 基 本 分 類

化 学 製 品 基 礎 化 学 製 品

石油化学基礎製品
化 学 繊 維 原 料

合 成 樹 脂
化学 肥料 ・農 薬
最 終 化 学 製 品

2㌫ 繍}を 除・

石 油 ・石 炭 製 品 石 油 製 品

石 炭 製 品

窯 業 ・土 石 製 品 1司 左

金 属 一 次 製 品 銑 鉄 ・ 粗 鋼

鉄 鋼 圧 延 製 品

鋳 鍛 製 ∴,～

非鉄金属一次製 品

金 属 製 品 同 友

一 般 機 械 同 左 事務用機械除 く 印刷 ・製本 ・紙加工機 械を

除 く`

重 電 機 器 同 左

.

民生用電 気 機 器 電 球 類
民 生 用 電 気 機 器

その他 の軽電機 器 そ の 他 の 軽 電 機 器
電 気 計 測 器
電 気 照 明 器 具

電 気 機 械 修 理

輸 送 機 械 同 左

そ の他 の 製 造 業 同 友 楽 器 ・筆 記 具 を 除 く

建 設 伺 左 電電 施 設 建 設 を 除 く
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表4-5非 常報通信サービス部門

産 業 72統 合 部 門 164統 合 部 門 基 本 分 類

農 業 サ ー ビ ス 同 左

電 力 同 友

都 市 ガ ス 同 左

水 道 同 左

卸 売 同 左

小 売 同 座

不 動 産 不 動 産 業
不 動 産 賃 貸 料

金 融 同 左

保 険 同 友

.運 輸
同 左

公 務 同 左

その他公共サー ビス 保 健

社 会 保 障 機 関

建 物 サ ー ビ ス 同 左

賃 貸 サ ー ビ ス 貸 自 動 車 業

娯 楽 サ ー ビ ス 遊 戯 場

その他の娯楽施設

そ の 他 の 娯 楽

その他の対個人サー

ビス

飲 食 店

その他の対個人サービス

写 真 業 を 除 く

こ ん 包 同 左

分 類 不 明 同 左

(注)

)

)

注

注

(

(

(注)

(注)

(注)

(注)

(注)注 のついた各産業の生産物の一部 は情報通信活動に も利用 されてお り、組織内情報通信

部門への産出分が分割 される。
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4-3情 報経済の産業連関表

上で分類 された産業(情 報通信部門、情報通信支援財部門、非情報通信関係部門)を 用 いた産

業連関表のひな型 は表4-6の ようになる。

表4-6産 業連関表

中 間 需 要 最 終 需 要

情報通信部門
情 報 通 信
支援財部門

非情 報通 信

1関係 部 門
C 1 G E M X

情 報通 信
部 門

・τ" よ`2 工13 C1 18
,G1

Eハ M' X1

情 報 通 信
支援財部門

工21 工22 工23 C2 ㌧ G2 E2 M2 X2

非情報通信

関係部門
工3` 工32 ユご33 c3 13 G3 E3 M3 X3

賃 金 W1 W
2

W3

c:民 間 消 費

1:竹 本 形 成

G:政 府 支 出

E:輸 出

M:輸 入

X:総 産 出

利 潤 P1 P2 P3

減価償却費 D1 nz 1)3

そ の 他 S` S2 S3

付加価 値 V3 V2 V3

総 投 入 X1 X2 X3

この産業連関表 は公表 されている基本表の産業分類 を集計する ことによって作成で きる。 つぎ

に本研究では、ポラ トの3部 門表 を拡大 した5部 門表、すなわち、表4-6の 産業 のうち、情報

通信支援財部門お よび非情報通信関係部門の組織内情報通信部門を分割 する と表4-7の ように

なる。

表4-7情 報経済の産業連関表

1C lS-1 IS-N N-1 N-N C 1 G E M X

lC ユ㍉1 工12 0 工14 0 C1 11 G1 E1 M1 X1

IS-1 0 0 ミぶ 0 0 0 0 0 O 0 X2

IS-N 工31 工32 工33 工34 工35 C3 13 G3 E3 M3 X3

N-1 0 0 0 0 ≧ 0 0 0 0 0 X4

N-N 工51 工52 工53 元』4 戊755 C5 15 G5 E5 M5 X5

賃 金
情 報 wl wl 0 wl 0

Eiミ≡コ ・嫡 行列

lc:情 報通信部11`}

lS-1:情 報通信 支援財部門の組織内情報通信

lS-N:寸 吉報」1亘{言支援財{鷺≦11`j

N-1:非 情 報通信関係部門の組織 内情報通f

N-N:非 情 報通信関係部門

非情報 0 0 曜 O 曜

減価償却
情 報 Dl Dl 0 Dl 0

非情報 0 0 D; 0 Dご

その他付力1賄砺値 V1 0 V3 0 V5

総 投 入 X1 X2 X3 X4 X5
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表4-6と 表4-7と の関係 は以下 のようにな る。

表4-7を 産出面(横)に 見 ていけば、情報通信部門が産出 したサー ビスは 自部門、IS-1、

N-1へ 販売される。情報通信支援財部門 と非情報通信関係部門で は、すべての情報サー ビスを

組織 内情報通信部門で購入す るもの とする。そこで、表4-6と の関係でみれ ば、Xl1=Xl1、Xl2=

Xl2、Xl3=Xl4と な り、この部分に関 しては元の産業連関表の情報 をその まま使 うことがで きる。注

意すべ き点 は1,で ある。1は 資本形成 を意味 してい るが、それが固定資本であ る限 りでは、11で

はゼ ロである。 しかし、今後、 ソフ トウェア等 の無形資産 も資本形成 として計上 される可能性 を

考 えると、概念上、 ここはゼロでな くな ることを示 している。

つぎに、情報通信支援財部 門をみてい くこととす る。組織内情報通信部門は両部門 とも同 じ概

念 であるから、最後 にまとめて説明する。情報通信支援財 は直接、情報サー ビス ・情報財 あるい

は情報活動に必要 とされる財 であるが、 この財が部品(LSI等)も 含 んでいる ことか ら、全 て

の産業、部門が購入することになる。 この行の もつ問題 は、表4-6の 勉 お よび 吃3をそれぞれ、

勉 は表4-7の 勉 とtll3、穐3は 石4とXla5とに分割 しなければならない ことである。そ こで、 その

分割 について、以下の ように考 える。

情報通信支援財の分類 をみると、3つ の種類 に分けることがで きる。1は 情報通信機器、2は

部品、3は 事務用品等の支i援財である。情報通信機器の産出面 は最終製品 として最終需要へ行 く

もの と半製品 として自部門投入 され るもの に分かれ る。そ こで、 ここに分類 され る産業 は元の産

業連関表の情報 を使って配分する。LSI等 の部品 も組織 内情報通信部門で使われることはない

と考 え、表4-6の 勉 、Xll2、Xll3を表4-7の 掘 、堀 、ag,にそれぞれ対応 させ る。最後 の事務用

品等 は情報通信部門で直接購入され ると仮定すれば、これらの財 は 輸 、石、、掘 に配分 されること

になる。以上 をまとめれば表4-8に なる。

表4-8情 報通信支援財部門の構造

lC lSl lS.-N N-1 N-N 最終 需要

情報通信

文 援 財

1 ○ ○ o ∩ O (⊃

2 o o o o

3 o o r) (⊃

1.情 報 通 信 機 器:印htlli'製 本 機 械,事 務 川 機 械,山 気1苓 響 ・ テ レt・ ラ シ オ,電 ∫二計 算機,

電 子応 用 装 置,出 鉱 通lr∫機 械,理 化 学 機 わ{覧.カ メ フ,時 計,

電 信 屯 話 施 設 建,1貨

2.部 品:竜 子 菅,半 導 体 ・集 積 回 路,電 気 、,1測器,通 信 ケ ー ブ ル

3.支 援 財:紙.イ ン キ,フ ィ ル ム,楽 器.筆 記 具,地 算 機 賃 貸,物 品t《 貸,

・∬務 用 品

非情報通信関係部門の財 ・サー ビスは概念上、全 ての部門で購入 され る。電気、ガス、水道 は

物財の生産活動ににおいて も、情報活動 において も、不可欠な ものである。 しか し、実際の計測

とい うことか ら考 える と、組織 内情報通信活動 にどれ位使用 し、物財の生産活動に どれ位使用 し

一54一



たかを正確 に知 ることは、今の ところ困難であろう。そこで、表4-7に み られ るように概念上

はすべて取引が存在する と思われるが、表作成 の実行上 これを正確 に分離する ことはできない。

そ こで、各種統計で推計が可能な ものを除 き非情報通信関係部門の産 出先は表4-6か ら得 られ

る取引をその まま物財生産活動に投入 し、組織 内情報通信部門は情報通信部 門の一人 当た り消費

額 を計算 し、それ に各部門内の情報通信労働者 を掛 けて投入額 を求める(ttl2、IIS4)。Xll3とttl5は元

の 磁 、Xla3から上の投入額 を引いた ものになる。

表4-9非 情報通信 関係部門の構造

lC lS-1 IS-N N-1 N-N 最終需要

非情報通信

関係部門

こτ51

(、τ)
31

才52 工53

(」')
32

・福 工55

(エ33)

FD

()内 は表4-6に 対応

最後 に組織 内情報通信部門を まとめてお くことにする。表4-7に み られ るように、組織内情

報通信部門は情報通信支援財部門 と非情報通信関係部門にあるが、両者 ともその考 え方、推計方

法は同 じである。組織内情報通信部門では、 ポラ トが分析 したように様 々な情報通信活動を行 っ

てお り、その活動結果 として、様々な情報通信サー ビスを生み出している。情報通信部門 との違
＼

いは、情報通信部門の産 出物が市場に供給 され、ある価格で もって他産業 と取引を しているのに

対 して、組織内情報通信部門のサービスは同一企業内で使用 されていることにある。組織 内情報

通信活動 に必要な費用は表4-7か ら得 られる。 つ まり、 中間投入 としてのx、2(x、、)、Xb2(XZi、)

そして推計 された 掘(石4)で あ り、付加価値投入 として、情報通信活動を行 う人 の賃金 と情報通

信機器 に代表 される情報通信資本の減価償却費 である。 また、総費用 はX2(X、)に なる。

組織 内情報通信部門は この総費用 を産出額 として同一企業に販売するという架空の取引を想定

してい るので、その取引行列 は対 角行列 になる。それが表4-7の 花3とx45あ る。この ような架空

の取引を産業連関表 に計上 した結果、元の表 とは異 なる点が生ず る。最大の相違点 は、表4-6

の総産 出(X,+X2+X3)よ りも表4-7の 総産 出(X1+X、+X3+X、+X5)の 方が大 きくな

る点である。 どれだ け大 きくなるか というと、新 しく導入 された2つ の組織内情報通信部門の総

産 出額 が前の総産出額 に付加 されることになる。(増 分はX2+X、)。
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4-3-1情 報通信部門の計量方法

情報通信関係部門は、情報通信財を生産する部門(情 報通信部門)と 情報通信支援財部門およ

び組織内情報通信部門で形成される。

一一 一[購継1　

ここでは、ポラ トに倣 って情報通信部門の規模 を計測するの に、各部門の付加価値 を使 用する。

本節で計測の対象になっている情報通信部門は、定義 よ りすべての雇用者は情報職業 に属 し、す

べての資本 も情報資本 である。その結果、情報通信部門の付加価値 は産業連関表 か ら直接、計測

す ることができる。問題 は産業連関表か ら直接計測可能 という利便性の逆で、情報通信部 門は産

業連関表に分類 されている産業 しか含 まれない とい うことである。具体的 には、産業連 関表 に明

示的に分類 されない新 しい情報通信サー ビス ・メデ ィアが出現 して も、現状 の産業分類では、 そ

の他 の通信サー ビス、その他の対事業所サー ビス等、 その他分類 になってい るか ら ミクロ的な分

析 はで きず、 あ くまで もマクロ分析 とい う位置付 けになろう。 この点 に関 しては他の産業につい

て も同様のことが言 える。例 えば、バイオ産業、光 産業、宇宙産業 とい っても、既存 の産業分類

で これを分析する ことはで きない。

4-3-2情 報通信支援材部門の計量方法

この部門はコンピュータを中心 とする情報通信機械、LSI等 を中心 とする電子部品および紙、

イ ンキ、文房具等 の支援財か ら成 っている。 ここでは、ポラ トと異 な り、 これ らの産業の うち財

生産部門 と組織内情報通信部門 とを区分 し、それぞれの付加価値 を計測 しようとする もので ある。

組織内情報通信部門の付加価値 を構成す るものは、 ポラ トと同 じく情報通信労働 に対す る雇用者

所得 と情報通信資本財に対する減価償却費である。物財生産部 門の付加価値 は非常情報通信労働

(情報通信労働以外のすべ て)の 雇用者所得 と非情報通信資本財の減価償却費お よび利潤(営 業

余剰)と その他の付加価値要素である。

4-3-2-1雇 用者所得の分割

情報通信支援財部門の雇用者所得は産業連関表か ら直接入手す ることがで きる。 ここでの作業

は この与 えれた雇用者所得 を各職業別 に配分す ることである。 そのために必要 とされ るデータは、

各産業別の職業構成である。 このデータ としては国勢調査 の産業別一職業別雇用行列表 と昭和45

年以降は、産業連関表の付帯表 としての産業別一職業別雇用行列表の2つ が利用可能であ る。 そ

の際、入手の容易性、産業連関表 との整合性 か らみて、付帯表を基礎資料 とし国勢調査 を参考資

料 としたほうが よい(入 手の容易性 とは、産業関連表 は磁気 テープで販売 されてお り、 コンピュ

ータ処理に適 している)。
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各産業別の職業構成 を表4-3に 基づいて、情報通信職業 と非情報通信職業に分割する。情報

通信職業の賃金は組織内情報通信部門の雇用者所得に対 し、その他 の部分が物財生産部門の雇 用

者所得に対応す ることになる。産業別一職業別の雇用行列 を分割すれば、表4-10の ようになる

(非情報通信部門 も同様の処理 を行 う)。

表4-10産 業別一職業別雇用行列

情 報 通 信 支 援 財 部 門

組織 内情報通信部門 物 財 生 産 部 門

1

2情 報 通 信 職 業

N

}三
・」

■A¶

1

2非情報通 信職業

M

Ekj

N:情 報通 信職業の数.M:非 情 報通{[i職 ※ の数

ここでE,jは 、情報通信支援財部門 に属す1産業の情報通信職業に属す1職業の人数 であ り、E、jは

同様 に非情報通信職業 に属すk職 業 の人数である。この表 を得 ることによって、我々 は各産業の

雇用構造 を知 ることがで きる。情報化の進展に伴 って、雇用構造 が どの ように変化す るかを知 る

ことも、情報通信経済の分析に とって、非常に重要な分析 になることか ら、 この表の推計精度 を

高める ことが以下の分析 に とって も主要 な問題 となる。

次 に、 この雇用行列 を賃金行列 に変換す る方法 を考える。今、入手可能 な資料 としては、産業

連 関表の産業別雇用者所得 と賃金構造基本調査や民間給与 の実体 か ら得 られる職業別の月間均賃

金があるだけである。 これ らの資料 を用 いて賃金行列を推計 する最 も単純 な方法 は以下の ように

なる。

表4-11産 業別一職業別賃金推計法

組織内情報
通 信部 門

物 財
生産部門

情 報 通 信
職 業

W
II

非情報通信
職 業

一
当 、j

(表5-5と 同 じ)

Eil '一

Ek
1

－
W

－
W

×

ここでW,jはj産 業の職 業の賃金 であ り、Wkjは 同様にk職業の賃金であ る。また、W,は 職 業 の平

均賃金、Wkはk職 業の平均賃金である。この推計方法は、産業別 に職業別平均賃金が得 られないか

ら、同一職業 に関 して産業間の賃金格差 は存在 しないとい う仮定 を置 く。次に、産業連関表の雇

用者所得 との調整 を図 る必要がある。表4-11か ら求められたj産 業の賃金総額(ΣWlj+ΣW。j)

とj雇用者所得W言 とが一致 してい るとい う保証が無いか ら、 これ らを一致 するように修正計算 を

行 う。 その修正計算 は以下の ように行 う。
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W,jWijH
】j=,Hk」= ΣW

,j十 ΣWkJΣW}j十 ΣWkＬ

W†j=H,j×W↑,WI,=Hkj×W↑

この よ うな修正 を行 えば、

W↑=ΣW↑,十 ΣW島

を満足 す る。上 の式 でHi、、Hk、 そ れ ぞれ は産 業 のi、k職 業 の賃 金構 成 比 で あ り、Wfj、W妻jは 産 業

連 関 表 の雇用 者所得 に一致 す る よ うに修 正 された もので あ る。 こう して、 情報 通信 支 援財 部 門

の雇 用 者所得 は、産 業別 一職 業 別雇 用 行 列 とそれ に職業 別 平均 賃 金 を掛 けた産 業別 一職 業 別賃 金

の推 計 とい う2段 階 を経 て分割 され る こ とにな る。

4-3--2--2減 価償却比の分割

組織内情報通信部門の付加価値 を構成 するもう一つの要素である情報通信資本の減価償却費 も

分割 しなければならない。雇用者所得 と同様 に産業別の減価償却費 は産業連 関表か ら得 られ る。

しか し、 この減価償却費 は当該産業で使用 しているすべての資本 に対する減価償却費であって、

我 々が求めようとしてい るのは、資本の中で も情報通信に関す るものだけである。

減価償却制度の目的は、期間損益 を適正 に計算 するため、固定資産の取得価格 をその使用期間

に応 じて費用 として配分す ることにある。減価償却資産の使用期間は減価償却資産法定耐用年数

として制度的 に定められている。表4-12は その一部である。

表4-12法 定耐用年数(一 部)

電気通信機械

電子応用装置

ll年 事務川機械

IO年 電 子計算機

6年 地 気計測 器

5年

5年

6年

5年

10年

この ように、減価償却費 は制度 的に定 め られた期間内に計上 される ものであるか ら、 これを直

接計測 しようとすれば、企業の会計処理の うち、減価償却分 の内訳 を詳細 に観察すれば計測で き

るか もしれない。つまり、当該企業の減価償却費の計算過程 には資本財別、導入時期別の資料が

あるはずだから、その うちの情報通信関連 資本の分だけを計上 する という方法である。

しか しなが ら、実際に入手で きるのは会計処理後 の減価償 却費総額であって、資本財別の それ

ではない。そ こで、何 らかの方法 を用いて、 これを分割 しなければならないことになる。 ここで

は、情報化係数 を用いて減価償却費 を配分す るという方法を考 えてみた。

情報化係数 とは、各産業が財 ・サー ビスを生産するとき、投入費用 として情報 をどの位使 って

いるのかを示す指標である。生産活動 にかかる費用 は、原材料 や中間サー ビス投入 を合計 した中

間投入、付加価値 を構成す る労働投入および資本サービスの投入 に分けることがで きる。 これ ら
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の投入のうち、「情報 に関す る投入分 を合計 し総投入で割った もの」が情報化係数 となる。具体 的

には、中間投入は情報通信部 門 と情報通信支援財部門のアウ トプッ トを使用 している分 と、情報

労働者の雇用者所得 さ らに情報資本の減価償却費 を含む ものである。 しかし、情報資本の減価償

却費 を配分するために情報化係数 を利用 しようとするものであるか ら、 ここでの情報化係数 は情

報資本 を除いた ものになる。

情報通信中間投入+情 報通信職業雇用者所得↑青報イヒ係数
=

総産出=総 投入

情報化係数 を使 って減価償却費 を配分する ということは、 この係数が高 い産業ほ ど情報資本 を

多 く使い、低 い産 業は非情報 資本 を多 く使用 している という仮定 に基づ くものである。本来 の意

味の情報化係数 は情報資本サー ビスの投入 を加 えておかなければな らない。 しか し、 その算 出方

法が上の情報化係数 であるか ら、そ こか ら得 られた情報資本サービスを加 えることは同義反復 に

なってしまう。 この点 に関 しては、今後 に残 された課題 であ り、減価償却費 を配分する他の方法

あるいは新 しい統計 の整備 などによって解決 されるべきものである。

表4-13産 業別一資本財別減価償却費の配分

組織内情報通信部門 物財生産 部門

減価償却費
情 報 資 本 DxHj

j
一一一

非情報資本 一 D
1×(lII1)

ここでDjは 、産業の減価償却費、H、は、産業の情報化係数である。ここで用 いた情報化係数の値

とそのグラフを以下に示 す。
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表4-14情 報化係数(情 報通信部門)
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表4-15情 報化係数(情 報通信支援財部門)
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(非情報通信関係部門)情報化係数16表4
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4-3-3非 情 報 通 信 関係部 門 の計 量 方 法

非情報通信関係部門の計量は組織内情報通信部門を含めて、情報通信支援財部門の計量方法と

まったく同じように行うことができる。

情報通信経済を付加価値で計測する方法を個別に説明してきたが、全体をまとめたものが表4

-17で ある。

表4-17情 報通信経済の付加価値構成

情 報
通信部門

情報通信文援財部Pl 非縮 通信関係部門

組織内情報

通 信 部門
物財生産部門

組織内情報

通 信 部門
物財生産部門

雇用者

所 得

情 報 職 業 W1 w2 －A W4 ∋一

非情報職業 ←一 W3 '一 W5

減 価

償却 費

情 報 資本 D1 D2 一. D4 '一

非情報資本 一 ≡ ← D3 一
D5

営業余剰その他の

付 加 価 値
P」 P3 "

P5

付 加 価 値 計 V1 V2 V3 V4 V5

総 投 入=総 産 出 X1 X2 X3 X4 X5
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4-4デ ータか ら見た今後の課題

上述 したようなフレームワークと手法 に基づ く計算結果およびその評価、 さらにはここで述べ

た情報経済の構造 その ものの評価に関 しては、廣松 ・大平 に譲 ることにして、 ここでは、 データ

か ら見た今後の課題 についてのみ指摘 してお く。

4-4-1国 民経済計算体系(SNA)上 の問題

国民経済計算体系 は、一国の経済勘定 を体系的に示す もの として確立 してお り、斉国 ともこの

体 系に基づいて統計 を整備 している。情報化の問題 は、 この体系に大 きな影響 を与 えつつある。

すでに指摘 したように、マッハルプもその 『知識産業』 において、情報化(知 識の生産 と流通)

を定量的に分析す るには、国民所得体系では不十分であ り、新 しい概念が必要であ ることを強 く

主張 している。

ここでは、 ポラ トに準 じて、国民経済計算体系 に忠実 に従 う方針 を取 っているが、 すで に昭和

60年 版の 『経済白書』で も述べ られてい るように、情報化の進展 によって無形資産(ソ フ トウ

ェアや知的生産物)の 扱いが国民経済計算上、無視 し得ないものにな りつつある。 さらに自家部

門(研 究、教育、輸送等)や 帰属計算 と情報経済の中心である産業 との結びつ きが今後 ます ます

強 くなると考 えられることか ら、 これ らの扱いが国民経済計算体系を考 えるうえで、再考 されな

ければならな くなるか もしれない。

4-4-2技 術 的 な問題

先に述べた ように、情報経済 は概念上 も、そのフレームワークが未整備の状態 であることか ら、

定量分析に必要 とされる諸統計 もまた未整備である。そのため、情報経済の フレームワーク作 り

と同時 に、 こうした統計の整備が最重要課題である。 この とき、一次統計 として何が必要か、二

次統計 に加工 した場合、国民経済計算体系やその他の既存の体系 と整合的であ るか どうか、 さら

に二次統計間の整合性 などの問題が重要 となる(も ちろん、既存の統計の体系 もすべてが完全 に

整合 的であるわけではない。た とえば、 国民経済計算体系 と産業連関表 とは完全には整合 してい

ない)。 この ような問題 を十分に吟味 しておかない と、情報経済を定量的に分析 して も、データソ

ースの違いによって結果が まった く異なる ということにな りかねないであろう
。
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第5章 デー タベー ス産業の現状

5-1商 用 デ ー タベ ー ス

5-2イ ンハ ウ ス ・デ ー タ ベ ー ス の 今 後

5-一一3日 本開発 銀行 におけ るデー タベ ー スの利 用の現状 と展望





5.デ ー タベ ー ス産 業 の現 状

5--1商 用 デ ー タ ベ ー ス

5-1-1オ ン ライ ン情 報 サ ー ビスの近 況

「日経 ニ ュー メデ ィア」 に よ る と、1991年1月1日 現在 の国 内 オ ンラ イ ン情報 サ ー ビスの契 約

数 は24万6千 とな り、 前年 比44.5%の 伸 び となって い る。

デ ィス トリビュー タの上 位5社 は次 の通 りで あ る。

日本経 済新 聞社72,871(145.2)

QUICK51,910(25.1)

TKC24,153(50.6)

日本科 学技 術情 報 セ ンタ ー12,100(26.0)

紀 伊 国屋書 店11,179(11.5)

[26社 合計]246,014(44.5)

)内 は前年比伸 び率 ・%

な お 日本経 済 新 聞社 の大 幅 な伸 び は、NEEDS-BULK*に 大手 証 券会社 の フ ァ ミコ ン・トレー ド

が接 続 した ことが大 き く寄 与 した。

一方
、欧 米 の状況 につ い て 「米IDPレ ポー ト」で み る と、91年1月1日 現在 の契 約者 数 は442万

に達 して お り、前 年 同期 比27.7%で あ る。(契 約者 数=個 人 パ ス ワー ド数+公 共 機 関/企 業 ユー ザ

ー数+端 末 数)

この1年 で最 大 の伸 び を示 した の はProdigy(ProdigyService-IBM/Sears)で あ り133%強

増加 し70万 台 に乗 り、1位 のCompuServe(74万 パ ス ワー ド)に 肉薄 した 。

主 なサ ー ビス を あげて み る と、

オ ン ライ ン ・デ ー タベ ー ス分 野

CompuServe74万(34.5)

Prodigy70万(133.3)

Dialcom32万(0.0)

DowJonesN/R32万(6.6)

Lexis/Nexis/Medis27万(15.2)

金 融情 報 サ ー ビス分 野

Reuters20万(2.5)

DowJonesNewsService13万(2.0)

DowJones9-dayN/R10万(0.0)

Telerate9万(1.8)
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旅 行 サー ビス分 野

SABRE10万(20.7)

Apollo7万(7.7)

38サ ー ビス合 計442万(27.7)

以上 日本 と欧米 のオ ンライ ン情 報 サ ー ビスの近 況 を概 観 したが、 日本 で の契 約者 と欧 米 で のパ

ス ワー ド数 ベ ー スでの カ ウ ン トで はユ ー ザ ー数 の取 り扱 い方 に違 い が あ るの で、単 純 に比較 はで

きな い。欧 米 で はパ ソ コン通 信 に よるパ ー ソナル ・コー スが 多数 の 占 め てお り、 日本 で の ビ ジネ

ス ・コー ス主体 のカ ウ ン ト方式 で は大 差 が つ くの は当然 で あ ろ う。 日本 で も遅 れ ばせ なが らパ ソ

コン通 信網 が整備 され 、 この ネ ッ トでの デ ー タベ ースサ ー ビ スが 目立 って きた。最 近 で は、大 手

のNIFTY-ServeやPC-VANは 加 入 者20万 を超 えて い る。 ビ ジネス の分 野 で もイ ンハ ウ ス ・デ

ー タベ ース構 築 に伴 い職 場 に多数 のパ ソコ ンを配 置 し、社 内デ ー タベ ー スの み で はな く、 ゲ ー ト

ウ ェイ接続 に よ る商 用 デ ー タベ ー ス との 統合 が活 発化 して い るので 、欧 米 カ ウ ン ト方式 で は100万

の大 台 に近 付 いてい る もの と思 わ れ る。

*(注). 日本経済新聞社 の総合経済 データバ ンクシステムにお ける提供形態の一つ。 日経 の

ホス トコンピュータか らユーザーののコンビュータへ直接伝送する もので、回線接

続 はDDX℃Sを 使用 し、通信プロ トコルは全銀手順 による(図5-1参 照)。

図5-1オ ンラインによるデータベ ース提供システム
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5-1-2デ ー タベ ー ス の高度 利 用

これ までの情報サー ビスは情報提供者側のホス トコンピュータよ リネッ トワー ク網 を介 して、

コー ド化情報(数 字 ・文字情報)を ユーザー側の端末機 に出力する ものであった(図5-2参 照)。

図5-2従 来の情報サー ビスシステム

デ ー タ ベ ー ス ・セ ンター
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F-NET

一

＼ ノ
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文字・数字
(コーF化情報)

w
高速 デ ィジタル

口
FAX

/
1

一
/
1

端末の高機能化

(ダム端末 … コマ ン ド方式)
↓

:;鴛∴i… づ

この形態の中にあって もユーザー側の端末機 の高機能化(ダ ム端末→パ ソコン→ ワークステー

ション)や 回線の高速化等 により、利用者側の利便性は飛躍的に向上 したが、データベースに対

する新たな要求が出て きた。

その要求 とは、

・画像情報 のデータベース化

・出力形態の多様化(FAX 、音声)

・大量データの一括入手

・リアルタイム情報の入手

・簡単な操作 による情報入手

・経済性(よ り安 く、 よ り高速に)

等であるが、技術面での進歩 も目覚 ましく、

[データベース技術]で は、

・ワークステー ション

・大容量 ファイル

・分散処理技術

・データベース言語

・自然語検 索
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等々 コンピュータシステムに関する総合技術が これ に答 えようとしてお り、 さらに

[ネ ッ トワーク技術]で は、

・ゲー トウェイ機能

・LAN

・画像情報の圧縮 ・伸長技術

・コー ド変換

等がISDNに より高速化、大容量化そ して高信頼性が実現 されつつある(図5-3参 照)。

図5-3こ れか らの情報サー ビスシステム

デ ー タ ベ ー ス ・セ ンター
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一方
、 ビジネスの分野 においては、以上の新技術 を積極的に活用 して、 これ まで構築 して きた

イ ンハ ウス ・データベースと商用 データベース との ドッキングが大 きな課題 となって きた。 この

背景 には、従来の経営管理的な用途だけのデータベースの役割 を起 えて、企画、開発 そしてマー

ケテ ィング等の戦略的な活用にも用途 を拡大 し、重要な経営資源 として評価 され始めたか らであ

る。

次 に、 データベース活用の代表事例 として、銀行および生命保険会社のデー タベースお よび情

報通信 ネ ッ トワークを見 よう。

図5-4銀 行 における情報サー ビス

(東 日本 セ ンター)(西 日本 セン ター)

「 一 一 一 一 一 一 ー 一 一 「 「一一 一 一 ー ー 一 一 一 一 「
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1茎 外 部 接 続 シ ス テ ムl

l証 券 総 合 シ ス テ ム.ll

l国 際 総 合 シス テ ムll

l外 部 接 続 シ ス テ ムll
」_________JL_____tS___」

端末詔

新 営 業 店 シ ス テ ム

(西 日本)

分 散

プ 吐 ッサ

[ゴ

図5-4は 銀行の事例 であるが、 いわゆる第3次 オンラインシステムで あ り、総合金融 サー ビ

スのイ ンフラ作 りを志向するものである。安全性(ノ ンス トップ)、 生産性(シ ステム維持)を は

か りつつ、グローバル化 および高度情報化 を目指している。 データベース利用上の問題点 もい く

つか指摘 されている。イ ンハウス ・データベースについては、社 内基準が複雑 で標準化が困難で

あ り、商用データベースについて も、 まず接続での混乱があ り、 データの ミスや マニ ュアルの不

備 もあげ られている。
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図5-5生 命保険における情報サー ビス

営業拠点

コンピュータ

(オフコン)

撚

データベース

営業拠点

コンピュータ

(オフコン)

図5-5が 生命 保 険 の事 例 で あ る。 端 末機 と して はオ フ コ ン約2000台 、 ワー クステ ー シ ョンが

約7000台 の規 模 に達 して お り、契 約 マ ス ターへ の ア クセ スは、8万 人 のユ ーザ ーが1日 当 り100万

回以 上 にな ってい る。 その デー タの容 量 も200ギ ガ ・バ イ トで あ る。
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5-1-3商 用 デ ー タベ ー スの現 況

日本経済新聞社 の総合経済 データバ ンクシステム"NEEDS"に 収録 しているデータバ ンク群 は

表5-1の 通 りである。大 きく分ける と、

① マクロ経済 デー タ(産 業、地域 も含む)

② ミクロ情報(企 業、市況情報)

③ マーケテ ィング情報

④ ニュース、記事情報

⑤ 個人情報(企 業、官庁人事1青報)

これ らのアイテムの ほか、 日本経済新聞社 で扱っていない情報で商用データベース として広 く

利用 されているもの として、

① 文献情報(日 本科学技術情報セ ンター)

② 特許 情報(日 本特許情報機構)

③ 信用情報(帝 国データバ ンク、東京商工 リサーチ)

④ 旅行サー ビス(米 国のSABRE、Apollo等)

等 をあげることがで きよう。 これ らの各種 データベースの中で、売上金額ベースで見 る と、い

わゆるマネーマーケッ ト情報(株 式 ・債券等 の市況情報)が 最 も大 きく、情報の検 索回数ベース

では、 ニュース、記事情報 である。今回の湾岸戦争では、新聞社 および通信社の時々刻々流す大

量のニュース情報 をパ ソコン画面で読むタイプの利用が日米双方で急増 して注目された(後 述の

「参考 ・湾岸戦争 にお ける情報利用」参照)。

一方
、企業サイ ドでは、信用情報の活用が中心 となっている。 この種の情報は単価がかな り高

く設定 されているが、それで もビジネスの取引 においては欠かせない情報であ り、 中で も昨今の

ような不透明度 を増す景気見通 しの もとでは、経費引 き締め状況にあるにもかかわ らず利用が急

増 しているのが、 日経 テ レコンの画面検索か ら読 み とれるのであ る。
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表5-1NEEDSの デ ー タバ ンク群

企業情報 企業基本情報 有力企業20,000社 の代表者名、所在地、電話番号、設立年月日、

事業内容、大株主構成、労務状況、要約財務諸表、売上構成など

を収録。

人事データバンク 有力企業3,400社 の役員 と部長級以上の管理職18万 人 と中央省

庁 ・政府関係機関80の 幹部職員2万 人の氏名、役員名、勤務先、

自宅住所、生年月日、学歴、卒業年などを収録。年2回 の定期調

査更新のほか、役職名 は日次更新。

上場会社 ・本決算・中間決算・ 銀行 ・証券 ・保険業を除く全国の上場会社の本決算データ287項

凍結決算データ 目(基本項 目は決算後3ケ 月で更新)、 中間決算データ68項 目、凍

結決算データ120項 目を収録。

非上場有力会社有証データ 店頭登録会社130社 、大蔵省に有価証券報告書提出会社800社 の

本決算データ157項 目を収録。

非上場有力会社営報データ 上記以外の非上場有力企業2,500社 の営業報告書ベース財務デ
一夕157項 目 を収録

。

銀行本決算データ 全国銀行、相互銀行計156行 の本決算データ264項 目を収録。

証券会社本決算データ 大蔵省に有価証券報告書提出の証券会社の本決算データ265項

目を収録。

損害保険会社本決算データ 大蔵省に有価証券報告書提出の損害保険会社の本決算データ

258項 目 を収録 。

上場会社財務速報データ 銀行 ・証券 ・保険業を除 く全国の上場会社の本決算 ・中間決算 ・

凍結決算の業績データと実績データを収録。

上場会社業績予想データ 全国の上場会社の本決算 ・中間決算 ・凍結決算の業績予想デー

タと実績データを収録。

興銀 ・金融機関別借入金データ 日本興業銀行作成の全国の上場会社の庁 ・短期別借入先別借入

金データ収録。

市場情報 株式 ・債券データ 全国上場全銘柄および店頭銘柄の株式データ、直近値、増 ・減

部 資、権利落関連 データ。東京 ・大阪証券取引所上場全銘柄の債券

データ、直近値、償還 日、発行価格、利率。銘柄別信用取引週末

算データを収録。

先物データ 株価指数先物、債券先物価格データ、売買高、気配値などを収

録。

資本市場指標データ 日経平均株価、日経500種 平均株価、三市場信用取引現在高、投

資部門別株式売買高データなどを収録。

証券市場指標データ 東京 ・大阪証券取引所両市場の基本的指標 と業種別指標データ。

東京 ・大阪証券取引所上場銘柄の加工値指標データを収録。

企 業 フ ァイナ ンスデー タ 全国上場会社の増資およびその形態、減資、株式分割など新株

発行に関するデータ。社債、転換社債、ワラント債情報。上場会

社の借入金を除 く資金調達の内容を収録。

商品市況データ 主要商品市況の価格データ、日次、週次、月次合計で約1,700系

列、 需要 データ約650系 列 を収録 。
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マ クロ 日経総合経済ファイル 国民所得統計、生活活動、企業経営、金融 ・財政、貿易 ・国際

経済 収支、労働、物価、消費などの国内主要経済統計約11,500系 列を

収録。

生産 ・出荷 ・在庫統計データ 通産省 「主要製品生産 ・出荷 ・在庫実績」の全品目データを収

録 。

消費統計 データ 総理府 「家計調査」、「消費者物価指数」約7,000系 列 を収録。

法人企業統計データ 大蔵省 「法人企業統計季報」の全推計系列を四半期ベースで収

録 。

貿易統計データ 大蔵省 「日本貿易月報」の品目別 ・相手国別の輸出入価額 と数

量および集計値データを収録。

物価統計データ 日銀「卸売物価指数」、「輸出入物価指数」、「製造業部門別投入・

産出物価指数」全データを収録。

規模別総合経済データ 中小企業庁 「中小企業調査月報」、日銀 「企業短期経済観測調

査」、「経済統計月報」、中小企業金融公庫月報等から企業規模別経

済統計約3,600系 列 を収録。

金融経済 日経金融データ マネー ・サプライ、金利、資金循環勘定、金融機関主要勘定、

公社債市場関連統計、一般経済統計など主要金融データ約10,000

系列を収録。

為替 ・金利 日次データ 国内 ・海外の為替 ・金利に関する日次データ約600系 列 を毎日更

新収録。

エネルギ エネ ルギ ーデー タ 石油、石炭、電力、ガス、原子力等のエネルギー財別需要、価
一経済 格データおよび一般経済統計、産業活動統計データ約5,400系 列を

収録 。

地域 ・ 地域総合ファイル 約3,400市 町村の人口、世帯、所得、事業所数、産業別出荷額、

マーケ 商 業な ど約1,500項 目 のデータ約350万 系 列 を収録 。

テ ィング
地域経済 ・金融ファイル 都道府県別、地域ブロック別の産業、商業、労働、金融、消費、

物価 など約700項 目のデータ約4万 系列を収録。

建設統計データ 建設工事受注、建築着工、住宅着工、建設工事デフレータ等の

地域別データ約800項 目のデータを収録。

地域産業関連表 通産省 「地域内産業関連表」、「地域間産業関連表」 を収録。

消費者 レーダー 蓄積、投資、保険、消費者信用、カー ドの消費者の金融に関す

る意識 と実体 を調査したデータを収録。

POSデ ー タ 大型量販店31チ ェーン、60店 舗の食品 ・家庭用品60万 アイテム

のPOSデ ー タ を収録。

産 業 産業関連表 日本経済新聞社独自推計の延長産業関連表、政府基本表 ・付帯

表、接続産業関連表、日米連結(通 産省)を 収録。

産業データ 産業活動に関するデータを収録。各種業界団体統計、生産動態

統計、貿易データ(産 業別、地域別)等20万 系列を収録。

記事情報 新聞 ・雑誌記事情報 日本経済新聞社発行の新聞4紙 、 日経BP社 発行の雑誌その他

ニ ュ ー ス 新聞 ・雑誌の過年度記事情報を収録。
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【参考一 湾岸戦争 における情報検索】

米 国においては湾岸戦争 を通 じて、パ ソコン画面 を通 してのニ ュース提供が威力 を発揮 した。

湾岸報道で利用が急増 した背景 には、「即時性 と詳 しさ」の点で他のメディアに対 して優i位に立 っ

た ことがあげ られよう。即時性ではラジオやテ レビも同列 であるが、利用者が大量のニ ュースか

ら選択できる点では他の追随を許 さなか った。 しか も 「湾岸 ファイル」 を経時的に並べた生 の素

材である点で も新鮮であ り、文章媒体の客観性 と好 きな時に取 り出せ る利便性が大 いに受 けた。

日本 において も同様であ り、昨年8月 初 めのイラクによるクウェー ト侵攻以来、 日経 テレコン

でのニュース画面検索 はほぼ一貫 して増 え続 け、戦端が開かれた1月 の月間利用時間は前年同月

の2倍 強にまで跳ね上 った。 この傾向はQUICK端 末のコール件数で も同様であ り1日 平均 のコ

ール件数が100万 件 を突破 した。

米国においては、湾岸戦争 をきっか けとして、パ ソコン通信が真 にマスメデ ィア として認知 さ

れた。パ ソコン通信が発達 している米国において さえ、パ ソコン通信 には 「マニ アの世界」 とい

う印象が強か ったが、今回は多数の人々が同時 に大量 の活字 ニュースをパ ソコン画面 を通 じて見

ていた。最大手のCompuServeで は、75万人 を越 す加入者 のうち、瞬間で20～30万 人 が画面 を見

ていた と言われてい る。
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5-2イ ンハ ウス ・デー タベ ースの今後

はじめに

インハ ウス ・データベースを語 る時、 そのデータを使 う情報処理 システムについて無視 する事

は出来ない。 コンピュー タと通信技術 の発達、情報ニーズの高 ま りを背景 に、情報処理 システム

の高度化が進んでいる。本論 は、将来 の企業 における情報処理の想定 と、 それに対応 したデータ

ベースの在 り方について検討す る。

5-2-1情 報技術の進歩

① コンピュータの発達史

コンピュータが一般 に普及 しだ して まだ30年 程度 しかたっていないが、 その間 におけるコンピ

ュータの進歩 には驚異的な ものがある。 コンピュータの発展過程 は現在 まで四つの世代 に分 けら

れる。すなわち、真空管 を使用 した第一世代、 トランジスタの第二世代、IC(集 積 回路)の 第三

世代、LSI(大 規模集積 回路)とVLSI(超 大規模集積 回路)の 第 四世代 である。使用 される半導

体が、 どんどん進化するとともに、 コンピュータ自体が小型化 し、性能が飛躍的 にア ップし、か

つ価格 が大幅に引 き下 げられていった。 まさに、 この間のエレク トロニ クス技術の進歩 には目を

みはらされ るものがある。

超LSI、 エ ン ド・ユーザー指 向の複合 分散処理、データベース管理機能の強化 に特徴 のある第四

世代 の コンピュータの普及 は1979年 以降現在 までに至 っている。1990年 代以降で は知識情報処理

を特徴 とす る第五世代の コンピュータが登場す ることになろう。注 目すべ きは、第四世代 までの

コンピュータが ノイマン型 の連続的 ・単線的処理の方法論 に立脚 しているのに対 し、第五世代の

コンピュータは人間の脳 と同じような、複合的 ・並行的な処理方法 を実現 しようとする ものであ

る。 これが実現 すると、 コンピュータの能力 はさらに飛躍的発展を とげる ことになろう。

② コンピュー タと通信技術

コンピュータの進歩 と共 にその利用技術 も発達 して、遠隔地か らも通信回線 を経 由した処理が

実現 した。初期 のネ ッ トワークは、1台 の コンピュータに数台の端末が結 ばれた ものにす ぎなか

ったが、やがて各地に散在 する自社のコンピュータ同士が通信回線で結 ばれネ ッ トワーク化 され

た。 これによって、情報の伝達 のスピー ドが速 くな り、情報 の共有化が図 られる ことによ り、従

来以上 にコンピュータ効果が向上 した。1985年 に日本 でも通信の 自由化が行われ、 これによりコ

ンピュータ ・ネ ッ トワー ク社会の形成が本格化 した。大企業では通信 自由化 を受 けて、 自社 のネ

ットワークをグループへ、 さらに取引先へ と広げてゆき、企業間ネ ットワー クが形成 された。 さ

らにOAブ ームに乗 り、パ ソコン、 ワー プロ、ファクシミリな どのいわゆるOA機 器が爆発 的に

普及 し始めた。各企業内では、 こうしたOA機 器 を包含 した総合的な情報 ネ ッ トワークが構築 さ

れている。現在 では、 ほ とん どすべての企業が取引先を含 めた何か しのネ ッ トワークに繋が ると
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いう巨大なCNN(コ ンピュータ ・コ ミュニケー シ ョン ・ネ ッ トワー ク)社 会が形成 され てい る。

③情報処理 の高度化

コンピュータや通信技術 の急速な発達は、情報の コミュニケーシ ョンやネ ットワークの機能 を

発展 させ、同時にその適用分野の限 りない広が りを実現 している。初期 の頃の情報 システムの目

的は、給与計算、受発注、経理処理な ど、手作業で行 われていた 日常業務 にコンピュータを導入

することによって省力化 し、 コス トの低減 をはかることに狙 いがあった。次の段 階は、開発 され

た個別の情報 システムを統合 して、 よ り一層の効率化 し、業務 データは二次加工 され、経営管理

用の資料が作 られた。情報 システムは、 もともとプログラム中心でデータはそれに付随する もの

であったが、 この情報 システムの統合 により、個別 データを全社 データベースに統合す ることの

過程で、データベース中心の情報 システムの発想が生れた。1980年 代後半になって、SIS(戦 略情

報システム)が 登場す る。 この本格的な展開は1990年 代 になるだろうが、CNNの 発展に対応 して

生 まれた発想である。SISは 情報 システムを企業戦 略の手段 として取 らえようとす る ものである。

これ までの様 に、情報 システムを省力化や経営管理のために使用するだけでな く、 自社 の経 営を

差別化 し同業他社 に対す る優位性 を確保 しよう とす るものである。 つまり 「ライバル に差 をつ け

る(競 争優位)状 況 を構築するためにCCN(情 報 システム)を 利用する経営戦略」である。

5-2-2戦 略 情報 シス テ ム(SIS)の 概 要

①SIS登 場の背景

SISは 、1990年 代 における情報ネ ッ トワーク、データベース、コンピュータ技術な ど多方面の情

報技術 の進歩 を前提 に構想 されている。情報技術の進歩 は 日進 月歩で早 く、その利用は社会の隅々

まで浸透 してお り、先進的な利用形態 が次々に登場す るた め、SISが 何であるかについての議論 は

混乱 し、 これだ とい う確定的な定義はない ように思 う。 ここでは 日本DECI/T研 究会の著書(参

考文献①)の 見解 をベースに、SISの 意義 についての議論 を整理 したい。

企業がSISを 構築 し、これ を企業経営の道具 として フル に使お うとする背景 には、21世 紀 を間

近に控 え、時代が 「脱工業化」の動 きをよ り強め 「知識 の時代」 を迎 えてい ることが あげ られ る。

物質的 ・量的価値観が支配する工業化社会 においては、市場ニーズは顕在 して見 える場合が多 く、

企業は需要の発見 に苦労せず、ただ商品を製造 し、販売する ことで利益 を得 ることが 出来 た。一

方、社会が複雑 ・重層化 し、価値観 も多様化 した工業化 以後の時代 にあっては、 どんな商 品を ど

んな方法で製造 し、 どうやって売 ったらよいのか……、企業 は市場情報 を収集 ・分析 し新商品 を

考え出す といった 「知識創造」活動が利益 の源泉 になっている。

② ネ ッ トワー ク組織の構築

工業化社会にお ける企業 では、垂直的 なヒエラルキー組織 が作 られ、「情報」は中枢 にある一部

の人々にのみ独 占されてお り、多 くの社員は決定 された行動 をただ命令に従って実行す るだけで

あった。企業の行動 目標が具体的に確立 してお り、 その実現 に向って組織全体が一丸 となって活

動すればよかった時代 であったか ら、そ うした組織 は合理性があった。「知識時代」 においては、
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従来のような 「上部が考 え、下部が実行す る」 といった方式 は もはや通用 しない。社員一人ひ と

りの創造性の発揮が組織 に とって最 も重要な ことであ り、個人 を限定 された狭い分業の枠か ら解

放す る必要があ る。そのためにはまず、企業情報 を特定の個人 や部門が独 占することを廃 し、個

人 ・部門間で自由な情報 のや り取 りが行なえる環境を作 り上 げることが前提 となる。組織 をタテ

割 りの ヒエラル キー組織 か らネ ッ トワーク型組織 に変 える必要がある。 ここでは、各個人 がお互

の コミュニケー ションに よって仕事 を展開させ、触発 し合 い、 コンピュータによって情報 を選択

し、個人や組織 に内在 する能力 を最大 限に引 き出す ことを可能 にするのである。所属す る個々 の

人間が より豊か に、多様 に創造性 を発揮 し、それぞれが リソー ス ・センター とな り、相互に影響

しあうことによって、組織全体 が強化 されるものがネ ッ トワーク組織である。

③新 しい労働観 の確立

個人が創造的 な活動 を行 うた めには、 その活動に関する多面的かつ多様 なデータが必要であ り、

すべての社員が組織の持 つ貴重なデータや知識 を規制 され ることな くリアルタイムで利用で きる

ネッ トワーク ・システムが構築 されなければな らない。 これ を駆使することによって、個人 と組

織、個人 と個人 の間に多様 な コミュニケー ションが活発 にな り、個人が より創造性 を発揮で きる、

全 く新 しい特性 をもった組織が実現で きる。

企業情報の共有 といって も、現実 には これ に対 して強 く抵抗 する管理者 もいるだろう。企業 の

利益 を守るための秘密情報 までが全社員 に流れるのでは安心 で きない、 とい うのが反対す る理 由

だ ろうが、社員のプライバ シー にかかわる情報以外な ら、開放 されて もそれほど問題が生 じない

のではないか。 こうした企業情報 のデータベースが提供で きるのは、企業組織の活動 に必要な情

報の30%程 度でしかない。残 りの70%の 情報の源泉 とな りうる部分は、個々の人 間のなか にはっ

きりした形 をなさないままで内在 している。 ここにネ ッ トワーク ・システムを通 じた人 と人 との

コミュニケー ションの重要性が ある。 自由なコ ミュニケーシ ョンの中か ら豊かな知識 とビジ ョン

が生み出 されてい く。 こうして新 しい組織は、その中で労働 の質の変化 と労働観の変革 をも不可

避 としている。

5-2--3ネ ッ トワ ー ク組 織 の 発 展

①SIS導 入 による経営革新

前節で述べた ことを くり返 す と、21世 紀に向けて、社会 は脱 工業化が進み 「知識 の時代 」に入

って行 く。 それは一方では、 モノの時代 の成熟である。モノの時代 は、市場のニーズが顕在 して

お り、作 れば売れ る時代であった。 その時代 にあっては、組織 のマネジメン トの目的は、モ ノの

生産性のア ップにあった。モノを作 るうえで、効率性 を追求 し、品質のアップを図 り、市場 に よ

り多 くの"安 くて良いモ ノ"を 提供 することが 目的であった。従 って、 その時代 に求 め られた人

材 は、全社的な効率性追 求 とい う目標 を、 ヒエラルキー組織 とい う細 かい分業 システムの中で、

忠誠心 を持 って担 う者であ る。彼の仕事 の範囲 と責任 は限定 されてお り、その中で最善 をつ くす

ことが求め られた。
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ところが、脱工業化の時代にな って、モ ノの需要 は飽和状態になった。市場のニーズは簡単 に

は見つか らず、企業 自か らの努力で市場 を創造 しない と商品は売れない時代になった。 そこで は、

モノの生産 よ りも「売れる商品の開発 」「売れるマーケッテ ィング」などの知識 ・ノウハ ウな ど「ソ

フ ト」が重視 され る。企業活動の 目標 も、モノの生産性 のア ップか らソフ ト(知 識 創造)の 生産

性 のア ップへ重点が移っている。市場が飽和 している中で、企業に とっては新規事 業探索、新商

品開発活動が日常化 してお り、社員一人 ひ とりが、その仕事 において創造性の発揮 を求 められて

いる。仕事 は与えられる ものではな く、 自分が創 り出して行 くものにな っている。 そのためには、

事業部 や部署 とい う領域 を超 えて、情報 の共有化 と開かれた コミュニケーシ ョンが可能 なネ ッ ト

ワー ク型の組織が求められている。 そうしたネ ッ トワー クを通 じて、個人 の持つ創造力 を人 と人

との想像力の相乗効果が、情報創造型の企業 を作 って行 く。

SISの 構 築は、以上みた知識の時代 に勝 ち残 る企業 の情報創造活動 を支 える基盤構造 を提供 す

る ものである。 コンピュー タとデータベース及び通信ネッ トワークで構築 された情報 ネッ トワー

クは、社員の知識創造活動 に対 して、情報 を収集 し、蓄積 し、伝達する上で強力な支援基盤 にな

る。

90年 代 には、企業の環境 も変 わ り、組織のあ り方 も変 わ り、かつ社員 の仕事 も変わる。その変

化 は、SISの 存在抜 きには考 えられないが、10年後の時点でどのようなものになっているのであろ

うか。

②組織の変化

10年 後の組織のあり方は、役割が固定的な部課係 といったタテ割 り組織 は、な くなってい るわ

けではないが、存在感 は薄い ものになっているだろう。何故な ら、 くり返 し的 な日常業務の多 く

が コンピュータ化 されてお り、人間が関与すべ き割合が少な くなっているか らである。経営 にと

って重要 な仕事 は、随時に発生す る問題であ り、それ らはタスクチームな りプロジェク トチーム

によ り課題解決 されたあとは、ルーチ ンワーク化 され、 コンピュー タ処理化 されて行 く。人間が

担 うの は、課題の発見 とその解決 とい う極 めて知的労働の性格の強 い部分 にな ろう。 コンピュー

タ 自身の知的能力が向上するため、現在 では人間がやっている仕事 も多 くの部分が機械 に代替 さ

れ、人間は コンピュータの出来ない仕事 を担 う。 それは、創造活動 とか知的生産活動 とかいった

部分 になる。 そうした活動の多 くは、い くらコンピュータが進歩 して も、機械化 が無理な仕事で

あろう。

今後 の組織のあり方は、た とえていえば警察の殺人課の刑事部屋の ような ものか も知れない。

事件が発生 し、捜査チームが組 まれ、犯人検挙 とともにチームは解散する。 これ と同 じ様 に、経

営上 の問題が発生 した時、問題解決のためにタスクチームが組 まれ、課題解決によ リチームが解

散 す るような、一時的なチームが企業組織 の中核 になるのだ ろう。 同様の例では、 フ ァミコンの

ゲーム ソフ ト開発 チームのような組織が、企業の製品開発の主体 になるだ ろう。ゲームソフ ト開

発で は、シナ リオ、マンガ、音楽、プログラ ミングなどそれぞれの分野 の専 門家が集 まって協 同

作業 をす る。
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上 にあげた ようなチームは現在で もい くらで も存在するが、決定的に違 うのは、背後 に活動基

盤 として情報ネ ッ トワーク(SIS)を 持 っているか どうかとい うことである。た とえば、経営上の

課題 として、M&Aの 問題 を考 えてみ よう。ある外国企業 を買収 するか どうか という案件 に対 し、

現在 で も評価検討のタスクチームが組 まれ、情報収集 と分析に多大な労力 と時間 と費用を使 って

いる。 それで も、情報不足 と分析の不正確 さか ら、結果 として誤 まった結論 を出すケースが多い。

情報 ネ ッ トワークに支援 されたタスクチームの場合、 より正確 な情報 をデータベースと人的コ ミ

ュニケーシ ョンか ら引 き出し、 よ り迅速 より正確 に結論 を出す ことが出来 る。

また、 タスクチームの性格 も現在の もの とは異なるだろう。将来のタスクチームは、よ り独立

性 ・自主性の強 いもの となろう。 ある課題が発生すると、 その内容が社内に告示 され、い くつか

のチームが応募 し、その中か らタスクチームが選定され るといった請負性の ような ものになるだ

ろう。 当選 したチーム リーダー は、 その課題解決のために最適の メンバー を応募者の中か ら選ぶ。

チームの メンバーは、 リーダーがそう判断すれば、社外の人 間で もか まわない。 またチームの活

動中は、独立性が強 く、権 限委譲が なされ、完全 に自律集団 として動 く。そ して、 目的が達成 さ

れ ると、請負金がそれぞれの貢献 に応 じてメンバーに分配 され、チームは解散す る。個人は会社

に所属 していて も、給与の大部分は こうしたチーム活動によって支払われ るだろう。それ故、個

人の能力の差 によ り所得の格差 がつき、現在の年功序列的な給与体 系は消滅 するだろう。それで

は、特 に会社 に所属する意味 はな く、独立 した方が有利か というと、 そうではない。個人 な りタ

スクチー ムな りは、会社の装備する情報 ネ ッ トワークを使わない と仕事 にな らないのだ。情報ネ

ッ トワー クの支援 によって仕事 の成果の半分以上が依存 している。将来の企業の強 さを表わす も

のは、資本 とか売上 とか従業員な どの規模ではな く、企業の構築 した情報 ネ ッ トワー クの優秀性

によるだ ろう。強力な情報 ネッ トワー ク ・システムを持てば、 その支援で社員 は良 い仕事が出来、

良い人材 も集 められ、その結果会社が強 くなるのだ。

②仕事の変化

10年 後の個人の仕事のや り方は どう変化 しているのであろうか。その仕事 の内容 は、すべての

職種 にお いて、企面 とか計画 とかの知的生産 の要素が強 まってい るのは確 かだ。頭脳 と知恵 をふ

りしぼ り、新 しいアイデア とか考 え方な どを創 り出さない と、将来の社員は生 き残れないのだ。

い くらルーチ ンワークを忠実 にかつ正確 に処理 して も、そうした仕事 の価値 は評価 されない。個

人 の仕事 は、情 報検索や取材 による情報収集、情報の評価分析、 アイデアの検討 と裏付 け調査、

企画提案書の作成 など、情報 を集 めその中か ら新 しい知的生産物 を生 み出す ことが中心になって

いる。 こうした仕事は現在 で もあるが、仕事 のや り方で大 き く違 うのは、やは り情報ネ ットワー

クに対す る依存度 の相違だ。情報 ネ ッ トワー クの有無では仕事の効率が大 き く違 う。

将来 の新入社員 は、会社 に入社 してまず最初 に渡 されるのは、個人用 のデスク とWS(ワ 一一ク・

ステーシ ョン)だ。WSの スター トボタンを押す と、画面に「は じめまして、私はあなたの個人秘

書です」 と表示が出て くる。 これが人工知能でプログラミングされた"電 子秘書"と の最初 の出

合だ。 これは最初 の段階では、情報ネ ッ トワークの使用法のイ ンス トラクター位 にしか役立ない
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が、色々の知識 を教 え込 む ことに より知能 を成長 させ ることが出来 る。新入社員 は会社 に入 り、

多 くの仕事 を通 し学習 し経験 を積 みやがて一人前 に成長す るが、彼 はその間に同時並行 して彼 の

電子秘書 を成長 させ ることが出来 る。電子秘書は彼のすべての経験 を共有 してい るのだ。彼の成

功 と失敗、すべての試行錯誤が、電子秘書 の中に蓄積 され記録 されて行 く。その意味で、電子秘

書は単なる秘書ではな く、会社生活 を通 じてのパー トナーだ。電子秘書が、彼 の良 きパー トナー

になるか、悪 しきそれ になるのかは、彼の心構 け と努力次第で ある。電子秘書が、良 きパー トナ

ーに成長するように常 日頃心構 け、努力を怠た らないならば、やがてはすばらしきパー トナーに

恵 まれることになるだろう。電子秘書が、多 くの雑用な どはいちいち指示 しな くて も、 きちん と

処理 して くれるだろう。 その上、人間にない記憶力やス ピー ドをそなえているか ら、必要 な情報

は何で も集めて くれるだろ う。 また、一次的な情報の整理 ・分析 ・編集な どもや って くれるだ ろ

う。良いアイデアが出な くて苦労 している時な ど相談相手 になって くれるか も知れない。いずれ

にしろ、彼の会社 における評価は電子秘書の良 し悪 しに大分依存 した ものになるだ ろう。

さて ここで、ある建設会社 に勤 めるA氏 に登場 していただ こう。A氏 は現在、さる不動産会社

か ら受注 したプロジェク トに応募 しメンバー として働 らいている。 この不動産会社 は、新 しく1

万戸規模の"別 荘村"建 設構想 を持 ってお り、 その基本計画の策定 をA氏 の会社 に依頼 してきた

わ けだ。別荘村 といって も、何 も別荘 の分譲を しようとい うのではない。普段 そ こに居住 する人

を対象 にしている。 いわば、 こつ然 と2～3万 人の人 口を持つ新都市 を造 ろうとい うことだ。 こ

れ まで、東京のオ フィスビル賃貸が専門の同社が何故 そんな ことを考 えたか。 これ には最近 の社

会 の変化が背景にある。情報 ネ ッ トワークの進展 により、在宅勤務な どの自由な勤務形態が どん

どん浸透 している。 自由時間 も増 えている。その結果、最近 の若い人 は東京 にあまり住みたが ら

な くなった。人々の価値観は、 自然環境の良い所、居住空間や時間のゆ とり、治安や災害か らの

安全、 コミュニテ ィな どを重視す る傾 向が強 まっている。東京の混沌の様相が強 ま り、人が どん

どん流出している。かつてはコンマ何%と いったオフィス ビルの空室率 も最近では10%を 上 回る

ようになった。先の見 えた東京での事業 に見切 りをつけ、地方での事業に新 しい展開を求め よう

とい うわけだ。 この会社 は、過去 の蓄積が厚 く、資金量 は豊富だが、地方の事業に対 するノウハ

ウが全 くない。それでA氏 の会社 に依頼が来たわけだ。早速、かつて同規模 の退職者村 を手が け

た ことのあるB氏 を リーダーに多彩なメンバーが集 まってプロジェク トがスター トした。何 とか

プラ ンナー、何 とか アナ リス トとか、色々の分野の専門家が社内外か ら参加 して50人 を超 す大 プ

ロジ ェク トになった。 これ らの人々 は全国に散在 してい るため、一同 に会 した ことは一度 もない。

しか し、情報ネ ットワー クを通 して極めて密接なコ ミュニケーシ ョンが持たれ、一同に会す る必

要は全 く感 じられない。

A氏 は、人々のライフスタイル分析の専門家である。 まず この別荘村の居住者 として、 どうい

った世代、階層が適当なのか、 マーケ ッ トリサーチが始 まった。A氏 の電子秘書がデータベース

検索 によって内外 の過去 の事例 を調べ、調査対象 として高学歴、高所得、知的労働者、30歳 台 の

グループが どうか と提案 してきた。A氏 はこれに同意 して、早速 ア ンケー ト調査 の実施 を指示 し
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た。電子秘書はA氏 と相談 しなが ら、調査項 目を決 め、 データベース検索 により該当す る対象者

を10万 人程度選 び出 し、全 国電子 メールを通 してア ンケー トを発送 した。2週 間程度 して1万 人

位か ら回答が帰って きた。電子秘 書は、アンケー ト結果を分析 し、 この結果 をA氏 に報告 した。

これ によると、人々の別荘村への関心 は相 当高 く、完成 した らす ぐ住みたい と答 えた人 も3千 人

位居 る。A氏 はメンバー とも相談 しその中か ら300人 を選択 して、別荘村構想のモニター役 を依頼

し、数次にわた る電子 メール、電子会議 あるいはテレビ会議な どを通 じての意見収集で人 々のニ

ーズの抽出 と、別荘村 のイメー ジの具体化 を図って行 った……。

5-2--4デ ー タベ ー ス充 実 へ の要 請

以上 の企業の情報ネ ッ トワー ク化 と経営革新の進展 を夢物語 に終 わらせないためには、 データ

ベースの質量両面での充実が前提 としてある。 まず企業内でのインハ ウス ・データベースについ

ていえば、徹底 した情報の共有化が必要だろう。企業秘密の保持の名 目で同一企業内で も情報の

流れが制限されているが、 こうした面でグラスノスチ(情 報公 開)と 企業内民主主義の徹底が必

要である。一体、本当に秘密に しなけれ ばならない情報は どの程度あるのか。完全 に公開 し企業

を活性化する利益 と、秘 して情報の血流 を害 し動脈硬化 にいたる不利益 との利害得失は明 らかで

ある。

次 に、情報の社会的共有の進展が望 まれる。企業の持つ情報が、企業内に留 まる限 り、社会的

情報 ネッ トワー クは片肺飛行 を余儀な くされ る。商用データベースがいかに発達 して も、それだ

けで充分な仕事が出来 る訳で はない。多 くの企業内の情報 と合わせて こそ、本当の情報創造活動

が出来 る。 ここで も、個別企業が外部 に対 して厚いベル リンの壁 を構いている必然性 を疑が う。

恐 らく、企業が相当に情報 を開放 することで受けるメ リッ トは非常 に大 きい ものであるに違いな

いo

そのメ リッ トのひ とつは、情報公開 によって社会の情報化が格段 に進む ことが考 え られ る。将

来 は、 コンピュー タの知能化 の進展によって、頭脳労働のかな りの部分がコンピュータによって

代行 され ることが予想 され る。情報公開によって一番利益 を受 けるのは、 そうした知能 コンピュ

ータである。 コンピュー タは人間の ように足を使 って歩 き回 った り、人脈 を使 って情報 を集 める

ことが出来ない。 データベースに本当に使 える情報が蓄積 されていない限 り、 コンピュータによ

る知的生産は低 いレベルに留 まらず をえない。 コンピュータが高度の仕事 を担えば担 うほど、人

間の負担 は軽 くなる。従 って、社会的な情報公開は、人間解放につなが る。人間の労働時間が減

り仕事以外の面で も自己実現の機会が増 える。社会的情報公開 は、社会 にも企業 に も個人 にもメ

リッ トが多い ことだか ら、今後急速 に進展するもの と予想 したい。 そうすれば、現在の様 な極 め

て不完全 なデータベースが格段 に拡大 され、データベースが社会の根幹 をなすような時代が来 る

に違いない。
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5-3日 本開発銀行におけるデータベースの利用の現状 と展望

はじめに

日本開発銀行(以 下、開銀 と言 う。)は、昭和26年 に設立 されて以来、その時々の国民的課題

やニーズに応 えるために、長期かつ低利の設備資金の供給を中心に、幅広い活動 を行 って来 た総

合政策金融機関である。

最近 では、対外摩擦解消のための対 日直接投資促進、社会資本の整備、地域活性化の推進、先

端的技術開発の支援等 を中心 に多様化 する我が国の課題 に出資お よび融資制度 を拡充 し、積極 的

に対処 して来 た。

また、出融資 によ り蓄積 した情報や ノウハ ウを活用 し政策提言や コンサルティング、情報サー

ビス等 を行 ってお り、 これ らは開銀 に課せ られた社会的使命 であると考えている。

開銀は、前記 目標 を達成す るため後述の如 くデータベース(以 下、DBと 言 う。)を積極 に活用

している。

5-3-1デ ー タベ ー ス と は

DBの 利用 につ き述べ るに先立 ち、DBと は何か、つ まり一応定義が必要か と思われ る。

ここでは、DBを コンピュータの利用技術の内、データベース管理 システム(い わゆるDBMS)

を利用 し作成 されたフ ァイル と定義す る。

概念 としては、 データベース管理システムの誕生前にデータを網羅的かつ規則的 に収録 し、必

要に応 じ検索等の処理が可能 なファイルは設計、運用 されていたが、効率性は極めて悪 かった。

開銀 において も、デー タベース管理 システムの導入前に既 にDBの 理念 に基づいたフ ァイル を利

用 していたが、 その効率は極 めて悪 く、我々が抱 くDBの イメー ジか らはほど遠い ものであった。

しか しなが ら、 その後の技術進歩 の結果、現在、開銀のホス トマ シンに収録 されているファイル

は特殊な もの を除 き、全てDBと なっている。

5-3--2日 本 開 発 銀行 に お けるデ ー タベ ー スの利用の現状

(1)日 本開発銀行におけるデー タベースの利 用目的

開銀では業務 の広い範囲で コンピュータによる情報化が進 んでお り、 インハ ウスDBも 幅広 く

利用 されている。

開銀 では コンピュータ を利用 して融資等の事務の合理化 ・省力化 を図っきたが、昭和40年 代

にコンピュータを導入 した当初 より、融資や調査等の判断業務 を支援する ことも主要な コンピュ

ータ利用 目的であった。

民間金融機関の コンピュータ利用 に即 して言えば、勘定系 システムの開発 と同様 に当初 よ り情

報系システムの開発 も重視 されて来た。例 えば、上場企業の有価証券報告書情報の電子 フ ァイル
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化 は、開銀が我が国で初めて行 っているし、統計解析のシステムや各種 シュミレーシ ョンモデル

の開発 にもいち早 く取 り組 んでいる。

すなわち、イ ンハ ウスDBの 利用 も勘定系で利用することは勿論であるが、情報系一:・一融資や調

査等の判断業務の支援 一で も大いに活用 されている。

(2)日 本開発銀行におけるデー タベースの利用の考 え方

開銀のコンピュータによる情報 システムはホス トマシン中心に組立 られて きた。 したがって、

ほとん どのイ ンハ ウスDBは ホス トマシン配下 にあ り、現在、大半のデータは集中管理 されてい

る。

現在 では、 ホス トマシンと各部、支店等の ワークステーシ ョン(以 下、WSと 言 う。)はオ ンラ

インで結 ばれてお り、特殊なDBを 除 き職員は誰で も自由にイ ンハ ウスDBを 利用す ることがで

きる。オンラインによるDBの 本格的な利用開始時 にはDBの アクセス権 につ き議論がなされた

が、銀行全体の情報装備率 を高 めることが開銀 に課せ られた社会的使命 を果たす上 で重要 との観

点か ら、原則 として職員 は誰で も自由にイ ンハ ウスDBを アクセス可能 としてい る。

(3)日 本開発銀行 におけるデー タベースの利用分野

開銀 のコンピュータ利用の根幹 は出資や融資事務 の広い範囲にわた るシステム化であ り、現在、

ほぼ全域 においてシステム化 は終 了 してお り、単 なる事務合理化に留 まらず、各種の経営支援情

報 を提供 している。民間金融機関のいわゆる勘定系 システムに相当する部分 は他 と比べ、遜色無

きもの と考 えられる。

開銀 のコンピュータ利用の特徴は、早 くか ら融資や調査等の判断業務の支援 にも利用 しようと

考 え、実践 して来たことである。勘定系データの判断業務の支援への利用の他、先 に述べた上場

企業の有価証券報告書情報等様々な分野がDB化 されてお り意思決定 をサポー トしている。 その

主要 なものは以下の通 りである。

① 財務 データバンク

上場企業の有価証券報告書情報や取引先の営業報告書情報のDB。

出資や融資の審査、業界動向分析等 に利用。

主た る利用者は、営業(出 資、融資担 当)、審査セクションと設備投資研究所。

財務データバ ンク収録企業は上場企業 と取引先に限定 されているので、商用DBの 利用に

よりデータを補完 している。

② 設備投資動向

毎年2回 、開銀が独 自に行 う設備投資ア ンケー トの情報 を収録 したDB。

開銀の主要業務である設備資金融資に影響の大 きな設備投資動向 を調査、分析 を行 う。

主たる利用者は、営業、調査セ クシ ョンと設備投資研究所。

③ 業界情報
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開銀の出資や融資に関係の深い産業につ き業界の特性 に合わせた個別業界毎のDBを 構築。

各業界の動向、個別企業 のデータ等 を蓄積 し分析する。主た る利用者 は、営業、審査セク

ション。

④ マ クロ経済指標

我が国を中心にマクロ経済 に係 るデータを収録 したDB。

マクロ経済 の分析 に利用。

主たる利用者は、調査セ クションおよび設備投資研究所。

一部データは外部 の商用DBに よ り補完 されている
。

⑤ 図書管理

開銀 における文献 データの収集 ・管理セクションである情報 セ ンターに収録 されている図

書等のDB。

全職員 に広 く利用 されている。

新聞雑誌記事 は、外部の商用DBに より補完 されている。

以上が開銀 におけるいわゆる情報系DBの 主要な利用分野であるが、 ここで注意すべ き3点 を

指摘 しておきたい。

第1は 外部の商用DBが インハ ウスDBを 補完 していること。

2番 目は、AIと 組 み合わせ る等の質 の問題 は別 として全銀行的規模 でDB化 すべ きものは既 に

DB化 して しまった こと。

最後 に、2番 目の裏返 しとして調査 セク ションを中心 に個々の利用者 のニーズ に合 ったDBを

個 々に作成 しようとの動 きが出て きていること。

5-3-3日 本 開 発 銀 行 の デ ー タベ ー ス 利 用 の 流 れ

開銀 におけるDB利 用 の変遷 を概観する ことにより、 その利用 目的等 を浮 き彫 りにすることが

で きよう。

(1)日 本開発銀行におけるコンピュータの利用開始

開銀 では、昭和40年 代の初 めにコンピュータを導入 した。当時 は、DBの 概念はあった ようで

あるが、 データベース管理 システムは存在せず、その利用は現実 には不可能 であった。

しか しなが ら、開銀におけるコンピュータの利用 目的が先 に述べた通 り、事務の合理化の他 に、

出資や融資等 の判断業務 への応用が強 く意識 されていた ことか ら、上場企業 の有価証券報告書や

取引先 の営業報告書の情報の電子 ファイル化がいち早 く行われ、かつ、 その ファイルは任意検索

や加工を念頭 に置 き、DB的 に作成 された。

(2)日 本開発銀行 におけるインハ ウス ・デー タベ ースの利用開始

開銀 でデータベース管理 システムが導入 されたのは、昭和50年 代の初 め頃である。民間都市
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銀行等のDB、 すなわちオ ンライン導入時期 と比べると5年 程度の遅れがあるが、これは、開銀 の

融資等の原資 は、郵便貯 金等か らなる大蔵省の資金運用部資金や外債の発行等で占められてお り、

民間都市銀行の ような預金業務はな く、 これ ら業務のサー ビス向上 と合理化 を目的 としたDB構

築 は不必要だった ことに起 因す るものである。

昭和50年 代の初めにはコンピューター ・メーカーがOSの 一部 としてデータベース管理 シス

テムの提供 を開始 した ことに伴 い開銀で もインハ ウスDBが 作成 され、 コンピュータを利用 した

情報 シスシステムの中枢 を占めるようになった ものの、以下の理 由によりエ ンドユーザが直接 の

利用(ア クセス)す る ことはで きなかった。

① 当時のデータベ ース管理 システムには改良すべ き点あった こと。

② 日本語機能(漢 字やひ らがなの使用)が 十分でなか った こと。

③ 安価で高性能な汎用端末機が開発 されていなかった こと。

④ 通信制御 システム(い わゆるDCMS)が 未完成であ ったこと。

先 にも述べた通 り、開銀 におけるコンピュータの利用は、大量単純計算に も用 いられたが、 そ

の主 目的の1つ は、出資や融資に当たっての意思決定のサポー トや コンサルティング、情報サー

ビス等への活用であ った。

しかしなが ら、昭和50年 代の初 めにDBを 導入 した当時は、前記制約条件 か らバ ッチに よる利

用が中心であ り、オンラインによ り直接最終利用者がDBを 利用す るようになったのは昭和50

年代の後半 になってか らである。

(3)日 本開発銀行 におけるインハウス ・データベ ースのオンラインによる最終利用者の直接利

用の開始

昭和50年 代の後半にな ると、前記制約条件が技術 的に突破 され、DBの 最終利用者 による直接

利用が可能 となった。

⑪す なわち、

① 高性能のデータベース管理 システムが登場 した こと。

特 に、従来のネ ットワー ク型DBに 加 え、 リレーシ ョナル型DBが 実用化 された ことによ

り、DB設 計が容易にな り、簡単 にDBが 作れるようになった。

② 日本語(漢 字やひ らがなの使用)の 利用が極 めて容易 となった こと。

③ 安価で高性能 な汎用端末機が開発 された こと。

なお、この間、ホス トマシンもIC技 術の飛躍的進歩 により大幅 に値下が りし、特 にDBの

記憶装置 として不可欠なランダム ・アクセス ・ボ リューム(集 合磁気 ディスク装置)は 買い

易 くなった。

④ 利用 し易 い通信制御 システム(い わゆるDCMS)が 普及 した こと。

なお、 この時期技術 革新 によりNTT等 が提供 する通信 サー ビスが豊富 とな り、利用者の

ニーズにあった安 い通信サー ビスが登場 した ことも、DBの 利用 を容 易にした大 きな理由の
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1つ である。

こういった環境整備が進 んだ事 によ り、インハ ウスDBの 利用は急速 に普及 した。

開銀において もこの時期 にい くつものDBが 開発 され、現在銀行内で利用 されている大半のイ

ンハ ウスDBは 、 この時期 に出揃っている。正にインハ ウスDBが 量 ・質共飛躍 的な発展 を遂 げ

た時期であった。

また、 インハ ウスDB利 用の進展 に伴い、 この頃盛 んに事業化が進められた商用DBの 導入 も

併せて行われた。

インハウスDB化 か、商用DBの 導入 か、の選択 はそれ程複雑な問題ではないが、そもそ もDB

利用 によるコス ト・ベ ネフィッ トの問題 につ きこの時期本格 的な議論が開始 された。

(4)日 本 開発銀行 におけるインハ ウス ・データベース利用の現状

インハ ウスDBが 普及 し業務 に深 く入 り込んで くると、利用者のニーズは高 ま り、分析 ツール

を含むDBの 質 の向上 と利用時間帯の延長が要求 される一方、 オンライン化 による分散データイ

ンプ ッ トーデー タ発生 ない し入手セクションがWSか ら直接デー タイ ンプッ トす る方式 一の負

荷増大が問題 になって来た。

昭和60年 代以降、特 にここ2～3年 、 コンピュータのダ ウン ・サイジング化 のテンポは急で、

分散処理化は急速 に進展 している。

こうい った環境 を踏 まえて、ホス トマシンとWS間 の役割分担が検討され、財務 デー タバ ンクを

かわ きりにWS側(正 確 には、サーバ側)にDBの 一部を置 く分散DBの 方向 に踏 み出 してい

る。

これによ り、WSで 任意 に、何時で もDBに アクセス し分析が可能 とし、かつ、データイ ンプ ッ

トもホス トマシンの都合 によらず可能 とした。

繰 り返 しになるが、全銀行的 にDB化 すべ き分野はほぼDB化 が終了してお り、今後 は質 の向

上 と特定セ クシ ョンない しはグループが必要 とする分野のDBをWS上 で分散的 に構築 し、必要

であればLANで アクセスする という段階に入 って来 たと思われる。

5-3-4日 本開発銀行における商用データベースの利用

インハウスDBを 補完す るため開銀において利用 されている商用DBの 分野 は、以下の ように

分類 される。

①企業(信 用)情 報

②新聞 ・雑誌の記事情報

③金融情報

④経済情報

企業情報、記事情報 は、 出資 ・融資のために顧客の情報 を得 るために主 として利用 される。

金融情報 は、資金の運用、外債発行 に係 る情報収集のために主 として利用 されている。
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経済情報は、主 として調査 ・研究部門で利用 されている。商用DBの 利用は、比較的早 くか ら

行われてお り、10年 以上の実績 を持つ。

商用DBは 非常 に便利であ り、今では業務上無 くてはならない もので はあるが、 その利用 に関

する問題点 もい くつかある。 まず1番 目の問題 は高 い利用料金である。 コス ト・ベ ネフィッ トが

バランスしているか らこそ利用 しているのであるが、他のサー ビス と比べ ると割高感が否 めない。

商用DBの 場合、その作成 ・維持 コス トの大半 は人件費等の固定費であ り、損益分岐点が高 い。

なかなか黒字 にはならないが、損益分岐点 を越 えて しまうと一気 に莫大な利益が発生する損益構

造 なのである。我が国の商用DBは 未だ普及途上 にあ り利用者数および利用頻度共一部を除 きま

だ まだ少ない。い きおい商用DB業 者 は、少 ない利用者で も採算が取れ るような料金設定 をしよ

うとす るので、料金 は割高 とならざるを得ない。

また、和製商用DBの 場合、プロデ ューサー とデス トリビュ一夕ーを兼ねている事業者が多 く、

DBの 作成 ・維持費に加 え、ハー ドの整備、DBの 販売等の コス トも負担せね ばな らず、事業開始

時の コス ト負担は重 く、料金が割高 とな っているのではないだ ろうか。後記の理 由 と合 わせ、ア

メ リカ同様我が国で も、プロデ ューサー とデス トリビューターの役割分担が必要であ り、特定機

関が適切 なコンサルティングを行 う等の対策が必要であろう。

一方
、利用者側 も商用DBに 対す るコス ト・ベネ フィッ トの評価基準 を持 ってお らず、単 に予

算管理のみを行 っている場合が多いのではないだろうか。厳 しい競争 に対応するための情報 コス

トのバ ランスを考慮すべ きであろう。

2番 目の問題は、利用希望者 は各商用DBに 個別 に申込み、料金 を払わねばな らない ことと各

商用DBの 操作方法が まちまちである ことである。

アメ リカの ように、1つ の商用DB(VAN)に 加入すれば、た くさんの商用DBが 利用で きる

ように早 くして もらいたいものだ。

た くさんのメニューが提示 されれば利用者の利用頻度 も上が ろう。

操作方法が各商用DBに よって異 なるのは致 し方 ない面 もあるが、基本的 な部分の標準化は可

能 と考 えられ る。商用DBの 導入毎 に操作方法 を1か ら覚 える というのは利用者に とっては苦痛

である。商用DBの 操作のためにサーチ ャーのような専門職 を置いたのでは商用DB利 用による

合理化の方向に反するのではないだ ろうか。

3番 目の問題 は前 の2つ に比べる と技術的な ものであるが、ホス トマシンへの商用DBの 接続

ない しダウンロー ドである。

一般 に商用DBは あると便利ではあるが、個々のセ クシ ョンでの利用頻度 は低 い。例 えば開銀

の場合、本店の複数の融資担当セクシ ョンも全国の支店 ・事務所 も帝国データバ ンク等の企業情

報 を欲 しがっている。 しか し、開銀の性格上 その利用頻度 は低いので、利用希望セ クシ ョンが個

別 に商用DBを 導入 したのでは割高である。そ こで、開銀 のホス トマシンに商用DBを 接続 ない

しダウンロー ドすれば、各セクションの利用希望者 はあたかも銀行内部のDBを 利用する如 く商

用DBを 利用で きると共に、各セ クシ ョンにそれぞれ商用DBを 導入す るよりは割安 にそれ を導
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入する ことが出来 る。一方、商用DB業 者 にとって も利用者の増大 によ り売上は増加す るとい う

メッ リトが大 きいのではないだ ろうか。

いずれ にしろ、商用DBの 利用 も業務 の中に深 く根付 いてお りこれ らの点が改善 されればさら

に利用 は広 まるであろう。
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